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○審査事件等 

審 査 事 件 等 所 管 課 

議案第 ９９号 決算の認定について（平成２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 環 境 課 

川内クリーンセンター 

市 民 課 

議案第 ９９号 決算の認定について（平成２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

議案第１１０号 決算の認定について（平成２９年度薩摩川内市国民健康保険直営診療 

       施設勘定特別会計歳入歳出決算） 
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議案第１０９号 決算の認定について（平成２９年度薩摩川内市国民健康保険事業特別 

       会計歳入歳出決算） 

議案第１１２号 決算の認定について（平成２９年度薩摩川内市後期高齢者医療事業特 

       別会計歳入歳出決算） 

保 険 年 金 課 

（ 市 民 健 康 課 ） 

（ 税 務 課 ） 

（ 収 納 課 ） 

 

議案第 ９９号 決算の認定について（平成２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 障 害 ・ 社 会 福 祉 課 

議案第 ９９号 決算の認定について（平成２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 
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△開  会 

○委員長（福田俊一郎）ただいまから、市民福祉

委員会を開会いたします。 

 まず、審査日程についてお諮りします。 

 お手元に配付しております審査日程により審査を

進めたいと思いますが、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）御異議ありませんので、

そのように進めさせていただきます。 

 なお、本日、環境課と川内クリーンセンターは、

同時に審査を行います。 

 ここで、本日からの審査に当たって留意事項を申

し上げます。 

 まず、審査は決算認定議案のみを行い、所管事務

調査は行いませんので、質疑をされる場合は決算と

関連したものになるように御留意ください。 

 また、各課の審査の冒頭に、部長から決算の概要

として主要施策の成果の概要説明を受けた後、課長

等から決算内容の説明を受けることとしております

ので、よろしくお願いいたします。 

 ここで傍聴の取り扱いについて申し上げます。 

 現在のところ、傍聴の申し出はありませんが、会

議の途中で傍聴の申し出がある場合は、委員長にお

いて随時許可します。 

────────────── 

△環境課・川内クリーンセンターの審査 

○委員長（福田俊一郎）それでは、環境課及び川

内クリーンセンターの審査を行います。 

────────────── 

△議案第９９号 決算の認定について（平成

２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）議案第９９号決算の認定

について、平成２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳

出決算を議題といたします。 

 初めに、決算の概要について、部長に説明を求め

ます。 

○市民福祉部長（上大迫 修）市民福祉部であり

ます。平成２９年度の決算審査、よろしくお願いい

たします。 

 まず、私のほうから部全体の決算概要のほうに触

れさせていただきます。 

 資料はございませんが、市民福祉部については、

九つの課、センターで業務を実施しております。 

 一般会計につきましては、数字的に２１８億

５,２０１万５,６１８円で、予算に関する執行率は、

全体として９５.０％、対前年度との比較によります

と８,６４６万４,４５８円、０.４％の決算増となっ

ているところでございます。 

 また、所管します四つの特別会計の決算総額は

２５８億２,６６４万５,６６６円で、予算に対する

執行率は、特別会計全体で９４.０％となったところ

でございます。また、前年度との比較では１億

３,９８２万５,３９３円、０.５％の決算増となった

次第であります。 

 また、平成３０年度への繰越明許によります繰り

越しにつきましては、下甑クリーンセンター煙突解

体事業、保育所整備交付金事業等３件で、約２億

４,０００万円程度の予算繰り越しを実施したところ

であり、これからまた説明させていただきたいと思

います。 

 以上が、部全体の決算の概要でございます。 

○委員長（福田俊一郎）引き続き、一般会計歳入

歳出決算中、環境課分について、当局に補足説明を

求めます。 

○市民福祉部長（上大迫 修）では、環境課、ク

リーンセンターの施策の内容について説明させてい

ただきます。 

 決算附属書をお手元に準備いただきまして、

５０ページをお願いいたします。 

 上段に環境課の決算額を表記してありますが、対

前年度でいいますと１９.５％の増となった決算を出

しております。 

 施策につきまして、１の環境保全対策の推進では、

環境審議会の運営、ウミガメ保護対策事業、藺牟田

池、甑島地域の環境保全並びに花いっぱいまちづく

り推進事業等を実施したところであります。 

 ５１ページになります。 

 ２の公害対策の推進では、水質、騒音等の検査測

定のほか、公害等の苦情処理を、めくっていただき

まして、５２ページとなります。 

 ３のごみの適正な処理では、小学生に対します社

会科副読本を配布しての意識啓発のほか、衛生自治

組織との連携、不法投棄対策、環境美化推進員と連

携した環境美化活動を、４のリサイクル推進では、

一般廃棄物の収集等の業務のほか、リサイクル推進

員を配置してのリサイクル推進活動や、資源ごみの
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分別収集に係ります各種支援等を実施いたしました。 

 ５３ページになりますが、５番目のごみ処理施設

の適正な維持管理では、最終処分場の管理のほか、

甑島の３クリーンセンターの管理運営を実施し、め

くっていただきまして７番目になりますが、狂犬病

予防対策の推進では、犬の登録、狂犬病予防接種の

実施を、その下の８番目のし尿処理施設の適正な維

持管理では、汚泥再生処理センターを初めとするし

尿施設の管理運営を、５５ページになりますが、葬

斎場・市営墓地の管理では、葬斎場、墓地、納骨堂

の指定管理などの業務を実施したところであります。 

 以上が、決算附属書を通じての説明であります。 

 続きまして、クリーンセンターの部分についても

説明させていただきますので、５６ページをお願い

いたします。 

 上段に決算額を示しておりますが、対前年度対比

では７３.５％の大幅増となったところでございます。 

 ５８ページにかけまして、実施した施策を示して

おりますが、全体としますと、一般家庭ごみの収集

運搬、粗大ごみの処理、資源ごみの減容化、焼却灰

の搬出処分など、日常の市民生活で発生する一連の

ごみ処理のほか、これに関係する施設の維持管理を

行ったところであります。 

 特に、クリーンセンターにあっては、施設の基幹

的設備改良及び最終処分場の埋め立て廃棄物の搬出

処分など、施設の長期運用に向けた施設整備等を実

施したところでございます。 

 以上が、施策についての説明であります。この後、

関係課長のほうから決算の概要を説明させていただ

きます。 

○委員長（福田俊一郎）環境課分についての補足

説明を求めます。 

○環境課長（上口敬子）では、初めに環境課分の

歳出について説明いたします。 

 決算書の１２３ページをお開きください。 

３ 款 ５ 項 １ 目 災 害 救 助 費 は 、 環 境 課 分 は

１２５ページに記載してございますが、支出はござ

いませんでした。 

 次に、１２９ページをお開きください。 

 ４款１項４目予防費のうち、環境課分の支出済額

は１１６万８６７円で、備考欄の狂犬病予防事務費

は畜犬管理システム保守管理業務委託が主なもので

ございます。 

 次に、１３１ページをお開きください。 

 ８目環境衛生費の支出済額は１億３,６５０万

７,４４２円で、備考欄、環境総務一般管理費は、環

境審議会委員１９人の報酬及び職員の給与費等並び

に衛生自治団体連合会運営補助金などが主なもので

ございます。 

 環境保全対策費は、下甑島海岸漂着物等処理業務

委託外４件が主なものでございます。 

 地球温暖化対策費は、エネルギー管理システム使

用料、花いっぱいまちづくり推進事業費は、快適環

境づくり補助金８９件分が主なものでございます。 

 ５０万円以上の不用額ですが、１９節負担金補助

及び交付金の８１万９,８００円は、快適環境づくり

補助金の執行残でございます。 

 ９目公害対策費の支出済額は８９２万９,２０２円

で、環境測定調査業務委託外２件が主なものでござ

います。 

 １ ０ 目 葬 斎 費 の 支 出 済 額 は ５ , ２ ０ ６ 万

７,２１９円で、市営墓地管理費は１３３ページに記

載してございます川内芸ノ尾第１墓地等指定管理料

外４件でございます。 

 葬斎場管理費は、川内葬斎場やすらぎ苑指定管理

料ほか３件が主なものでございます。 

 ５０万円以上の不用額ですが、１３節委託料の

１４５万６,７６１円は、葬斎場指定管理委託料の年

度末精算に伴う執行残でございます。 

 同じく１３３ページの２項１目清掃費の支出済額

は７８万８,４２８円で、清掃総務一般管理費は、川

内汚泥再処理センター対策委員会運営補助金が主な

ものでございます。 

 ５目ごみ処理費のうち環境課分の支出済額は

４,２３２万３,９５９円で、不法投棄対策費のほか

環境美化推進事業費は環境美化推進員の謝金が主な

ものでございます。 

 一般廃棄物処理費のうち環境課分は１３５ページ

に記載してございます公設ゴミステーション分別指

導等業務委託が主なものでございます。 

 資源ごみ分別推進事業費は、地区コミ分別収集報

償金やごみ減量再資源化補助金が主なものでござい

ます。 

 甑島クリーンセンター管理費は、上甑島クリーン

センター煙突解体工事が主なものでございます。 

 最終処分場管理費のうち、環境課分は、川内木場
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茶屋最終処分場汚水処理施設維持管理業務委託外

９件が主なものでございます。 

 次に、１３７ページの６目し尿処理費の支出済額

は４億３,７４８万１,７７５円で、上甑投入施設管

理費は、２号希釈タンク他補修工事外３件や下水道

使用料が主なものでございます。 

 下甑環境センター管理費は、下甑地域浄化槽汚泥

及びし尿運搬業務委託外２件が主なものでございま

す。 

 汚泥再生処理センター施設管理費は、同施設の維

持管理、運営を行うＳＰＣ（特別目的会社）への業

務委託でございます。 

 ５０万円以上の不用額ですが、１３節委託料の

６１０万３,２５６円は、汚泥再生処理センター施設

管理費の執行残が主なものでございます。 

 次に、１７５ページをお開きください。 

 ９款１項６目災害対策費のうち環境課分は、備考

欄下のほうで、支出済額は２１９万１,０００円で、

特別災害復旧補助金６件分でございます。 

 次に、２０３ページをお開きください。 

 １１款４項１目現年公用・公共施設災害復旧費の

うち環境課分は、２０５ページ備考欄下段に記載し

てございますが、該当する災害事案がなかったため、

未執行となっております。 

 続きまして、歳入について説明いたします。決算

書の１７ページをお開きください。 

 １４款１項３目１節衛生使用料のうち環境課分は、

葬斎場使用料、火葬料等７件でございます。 

 次に、２７ページをお開きください。 

 １４款２項３目１節衛生手数料のうち環境課分は、

廃棄物処分手数料９件です。 

 収入未済についてここで説明いたします。決算資

料１の２１８ページをお開きください。 

 表の下から４行目、衛生手数料３,４００円は、一

般廃棄物許可手数料１件でございます。３月に申請

許可のございました当該事業所に対しまして、再三

納付の催促を行ってまいりましたが、収入未済とな

ってしまいました。現在は、これにつきましては、

収入済みとなっております。 

 それでは、決算書にお戻りいただきまして、決算

書４１ページをお開きください。 

 １６款２項３目１節保健衛生費補助金のうち、環

境課分は、海岸漂着物等地域対策推進事業費補助金

外１件でございます。うち８８０万２,０００円が繰

越明許費分となってございます。 

 次に、４９ページをお開きください。 

 １６款３項３目１節保健衛生費委託金のうち環境

課分は、権限移譲事務委託金でございます。 

 次に、５１ページをお開きください。 

 １７款１項１目１節土地建物貸付収入のうち環境

課分は、し尿中継用地貸付料に係るものでございま

す。 

 次に、５５ページをお開きください。 

 同じく２項２目１節物品売払収入のうち環境課分

は、資源ごみ売払収入が主なものでございます。 

 次に、６３ページをお開きください。 

 ２１款５項４目１節雑入のうち環境課分は、１枚

めくっていただいて６５ページ下段に記載してござ

います火葬料実費徴収金等３件でございます。 

 次に、３７２ページをお開きください。 

 財産に関する調書、出資による権利で、下から

８行目、県環境整備公社出損金６２万７,０００円で

ございます。 

 以上で、環境課分の説明を終わります。 

○委員長（福田俊一郎）引き続き、一般会計歳入

歳出決算中、川内クリーンセンター分について、当

局に補足説明を求めます。 

○川内クリーンセンター所長（原 暢幸）それ

では、引き続き平成２９年度決算の川内クリーンセ

ンター分について御説明いたします。 

 まず、歳出について御説明いたします。決算書の

１３３ページをお開きください。 

 ４款２項５目ごみ処理費の支出済額のうち、川内

クリーンセンター執行分は１７億９ ,１６４万

３,９１６円です。事業は、１３３ページ備考欄一番

下にあります一般廃棄物処理費のうち、川内クリー

ンセンター分は、１３５ページの備考欄になります。

家庭から排出された一般廃棄物及び資源物の収集運

搬等の業務委託の９件分でございます。 

 次に、事業、川内クリーンセンター管理費は、職

員二人分の職員給与費、それから光熱水費、川内ク

リーンセンター基幹的設備改良事業管理運営業務委

託外５件の委託料、川内クリーンセンター基幹的設

備改良の工事請負費、基幹的設備改良事業用のオー

プン書庫等の備品購入費、それから、川内クリーン

センター対策委員会運営補助金が主なものでござい
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ます。 

 次に、最終処分場管理費のうち、川内クリーンセ

ンター分は１３７ページの備考欄になります。川内

クリーンセンターの発生焼却灰・飛灰及び埋立廃棄

物の収集運搬、処分に係る委託料が主なものでござ

います。 

 なお、以上説明しました歳出執行に当たりまして、

５０万円以上の予算流用で対応しました状況につい

て御説明いたします。 

 議会資料の１ページをお開きください。 

 川内クリーンセンター分における５０万円以上の

節間流用は１３番目の１件でございます。埋設廃棄

物場外搬出において、追加でバックホーを借り上げ

る必要が生じまして、借上料に不足が生じたため、

事項、川内クリーンセンター管理費の１１節需用費

から、同事項１４節使用料及び賃借料に流用し、予

算を執行したものでございます。 

 以上が、５０万円以上の節間流用の対応状況でご

ざいます。 

 続きまして、歳入について御説明いたします。決

算書は１７ページになります。 

 １４款１項３目衛生使用料１節衛生使用料の川内

クリーンセンター分は、三つ目の米印、行政財産使

用料でございます。 

 次は、２７ページになります。 

 １４款２項３目衛生手数料１節衛生手数料の川内

クリーンセンター分は、備考欄の二つ目の米印、廃

棄物処分手数料及び特定家庭用機器家電リサイクル

品の運搬手数料でございます。 

 次は、３３ページになります。 

 １５款２項３目衛生補助金２節清掃費補助金の川

内クリーンセンター分は、循環型社会形成推進交付

金で、川内クリーンセンター基幹的設備改良事業に

伴う交付金でございます。 

 次は、５１ページになります。 

 １７款１項１目財産貸付収入１節土地建物貸付収

入の川内クリーンセンター分は、備考欄の五つ目の

米印にあります自動販売機、ＮＴＴドコモ中継基地

への貸地料でございます。 

 次は、５５ページになります。 

 １７款２項２目物品売払収入１節物品売払収入の

川内クリーンセンター分は、５７ページの備考欄一

番上になります。資源ごみ売払収入でございます。 

 次は、６７ページになります。 

 ２１款５項４目雑入１節雑入の川内クリーンセン

ター分は、備考欄下から三つ目の米印遺失物取得金

からＰＥＴボトル等有償入札拠出金までの３件でご

ざいます。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま、当局の説明が

ありましたので、これより質疑を行います。 

 御質疑願います。 

○委員（井上勝博）ちょっと細かいところから、

５８ページの川内クリーンセンターの資源ごみ売払

収入ということで、１,６２６万円で出てるんですが、

５６ページのほうの資源ごみ売払収入が２,０２７万

円で、匹敵するぐらいの資源ごみの収入があるわけ

です。これは、自治会などが資源ごみの収集で、そ

の売払収入と、それとクリーンセンターに持ち込ま

れた資源ごみの収入ということに、そういう理解で

よろしいんですか。 

○川内クリーンセンター所長（原 暢幸）

５８ページの川内クリーンセンター分につきまして

は、川内クリーンセンターに搬入されたものの中か

ら有価物としてピックアップし、売り払えるものを

売り払ったものでございます。 

○委員（井上勝博）そうすると、これはもう完全

に、どこに支出というか、どこに行くお金になるん

でしょうか。 

○川内クリーンセンター所長（原 暢幸）この

財源は、川内クリーンセンターの管理運営の財源と

して使用しております。 

○委員（井上勝博）６６ページなんですけど、火

葬料実費徴収金というのは、火葬をされたときにお

金を払って火葬をするということだと思うんですが、

金額的に何か小さいような気が、１件当たり幾らで

火葬しているのでしたっけ、お願いします。 

○生活環境グループ長（村岡 実）この実費徴

収金につきましては、さつま町の火葬場を使用され

る方が薩摩川内市に納めていただく分でございます。 

○委員（井上勝博）そうすると、一般の市民の火

葬料の実費収入というのはどこにあるんですか。 

○生活環境グループ長（村岡 実）１７ページ

にございます。 

○委員（井上勝博）そうすると、この（川内）

（上甑）（下甑）（鹿島）で書いてあるところが、

これは葬斎場となってるけど、ここですか。 
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○主幹兼環境管理グループ長（高野哲也）資料

の１７ページ備考欄にございます、環境課、葬斎場

使用料と火葬料と二つに分けて記載をしてございま

す。火葬料につきましては、市民については１件、

１回当たり５,０００円、葬斎場使用料につきまして

は、それぞれ鹿島葬斎場と川内の葬斎場について、

条例上、指定のある金額をいただいております。 

○委員（井上勝博）１３８ページのクリーンセン

ター焼却灰等の運搬及び埋立処分業務委託で、ここ

に金額が書いてあるわけですが、これは決算附属書

の５７ページにあります、下のほうから（４）の焼

却灰等の搬出処分というのがあって、ここに焼却灰、

飛灰、埋設廃棄物とあるんですが、この処分量とこ

こは相対というか、この拠出処分とこのお金の関係

は１対１というか、そういう関係ですか。 

○川内クリーンセンター所長（原 暢幸）ほか

２件等ございます。この明細につきましては、決算

資料１の９９ページに委託料の一覧がございます。

川内クリーンセンター分の３件分が、最終処分場管

理費分に計上してあります。３件分がこの額となり

ます。 

○委員（井上勝博）そうすると、決算附属書の

５７ページにある焼却灰等と、この一番上の

９９ページの最終処分場管理費の一番上の２億

９７９万円ですから、２億円というお金が、この処

理費、運搬と持ち込み料ということになるんですか。 

○川内クリーンセンター所長（原 暢幸）一番

上の２億９００万円の分ですが、これはエコパーク

への収集運搬、処分、それから埋設廃棄物につきま

しては、掘削から積み込み、運搬、処分の合計の金

額でございます。 

○委員（井上勝博）ちょっと金額の内訳を教えて

もらうことできますか。つまり、エコパークに持ち

込むときの金額というのはどのぐらいなんですか、

この内訳というのは。前から聞こうと思っていて、

なかなかわからなかったんですが、この金額の中で、

エコパークが受け入れるときに、エコパークに支払

っているお金が幾らですか。 

○川内クリーンセンター所長（原 暢幸）この

委託の単価につきましては、前年発生焼却灰・飛灰

につきましては、積み込みと運搬、処分、全体を通

した経費の単価として計上してございます。 

 また、埋立廃棄物につきましては、掘削、積み込

み、運搬、処分までの一括した経費を単価として計

上してございますので、エコパークへの処分料とし

ては単価の計算ができないところでございます。 

○委員（井上勝博）先ほど、三千幾らで業者がな

かなか支払ってくれなかったというのがあったと思

うんですけど、非常に金額的には３,４００円で、大

したお金じゃないのに、何かどうしてこんなトラブ

ルというか、トラブルみたいな感じですか。どうい

うことなんでしょうか。 

○主幹兼廃棄物対策グループ長（高山和人）当

該業者には、３月納付書発行以降、請求のほうも続

けていたんですが、どうしても個人業者さんで、昼

間の金融機関があいている時間帯になかなか金融機

関のほうに行けないと。昼食も車の中でぱっとおに

ぎりを食って収集とか回っている状態なんだという

のを聞かされておりまして、それでもできるだけ早

いうちに、とにかく最終的に５月いっぱいには必ず

入れてくださいねということでお話をしてまいりま

した。 

 実際には５月の末のほうに、金融機関に納入して

いただいたんですが、ちょっとこちらと収納機関と

のデータのやり取りの関係ということで、５月いっ

ぱいの市のほうの収入ということにはできなかった

次第でございます。 

○委員長（福田俊一郎）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員からありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 以上で、環境課及び川内クリーンセンターの審査

をおわります。 

────────────── 

△市民課の審査 

○委員長（福田俊一郎）次は、市民課の審査に入

ります。 

────────────── 

△議案第９９号 決算の認定について（平成

２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）それでは、市民課関係の

決算の概要について、部長に説明を求めます。 

○市民福祉部長（上大迫 修）決算附属書の

４６ページをお開きいただきたいと思います。 
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 まず、上段の決算の状況ですが、対前年度で

１.０％の増となっております。 

 では、施策の概要でございますが、１の部に係る

総合的な調整に関することでは、部内の予算編成や

施策調整に関する会議の運営、所管施策の周知等を

行ったほか、新たな取り組みとして、平成２９年度

については３カ国語で外国人向けの市民生活ハンド

ブックを作成したところであります。 

 ２の人権教育・啓発に関する部分では、薩摩川内

市人権教育・啓発基本計画に基づく市としての取り

組みを促したほか、人権対策事業審議会での人権教

育・啓発の取り組みの審議及び小学校における人権

の花運動の支援を実施いたしました。 

 下段、３番目の交通災害共済事業については、制

度への加入促進と、災害に遭われた方からの見舞金

の請求事務に対応した次第であります。 

 ４７ページ、４の戸籍及び住民基本台帳に関する

部分では、戸籍や住民異動に関する受付等の処理を

適切に実施いたしました。 

 めくっていただきまして、４８ページとなります。 

 ５の住民基本台帳ネットワークに関する部分では、

住民基本台帳ネットークシステムのセキュリティ管

理及び窓口、コンビニ等での各種証明の交付等の事

務を行ったほか、戸籍証明の本籍地対応に対応する

ためのコンビニ交付システムの改修及び窓口での証

明交付を容易にするため、らくらく証明機の設置を、

４９ページになります。 

 ６番目の個人番号カードの交付に関する部分では、

個人番号カードの交付に係る広報活動及びカード交

付に対する事務対応を図ってきたところでございま

す。 

 以上が、市民課の施策概要でございます。 

○委員長（福田俊一郎）引き続き、一般会計歳入

歳出決算中、市民課分について、当局の補足説明を

求めます。 

○市民課長（瀬戸口良一）議案第９９号、市民課

分について説明いたします。 

 決算書の８１ページをお開きください。 

 歳出から説明いたします。 

 ２款総務費１項総務管理費１目一般管理費のうち、

市民課分は、８３ページ、備考欄７行目にあります

市民政策調整費、支出済額９,６８８万４,６３１円

であります。 

 支出の主なものは、電話交換等行政事務嘱託員

５人分の報酬及び職員給与費５人分のほか、外国人

住民が本市で安心して暮らせるよう、ごみ分別、医

療、防災等を英語、ベトナム語、中国語に訳した外

国人向け市民生活ハンドブック作成に要した経費な

どであります。 

 なお、不用額となったものとして、３節職員手当

等の不用額１,７９５万４,６９８円のうち、時間外

勤務手当の８０１万２,６０３円であります。これは、

各課要求をもとに要求しておりますが、各課が事務

効率化等に積極的に取り組んだための執行残と考え

ております。 

 次に、９５ページをお開きください。 

 同款同項１２目市民相談交通防犯費のうち、市民

課分は、備考欄中段の市民相談事務費の市民課分及

び備考欄下から８行目記載の交通災害共済事業費合

わせて、支出済額１,２２７万７,７０９円でありま

す。市民相談事務費の主な支出は、人権対策事業審

議会委員報酬及び川内人権擁護委員協議会への負担

金になります。 

 交通災害共済事業費の主な支出は、県市町村交通

災害共済給付事業負担金では、雑入で受け入れた加

入申込金を県市町村総合事務組合へ支出する負担金

であります。 

 なお、不用額となったものとして、１９節負担金

補助及び交付金の不用額２４４万６,６２０円のうち、

１９５万９,０００円がこの負担金であります。 

 不用額となった理由は、加入申し込み金のほとん

どが、２月から３月に収納されることから、正確な

収入見込みが立てられず、３月補正予算での減額対

応ができなかったことによるものです。 

 次に、１０３ページをお開きください。下のほう

になります。 

 同款３項戸籍住民基本台帳費１目戸籍住民基本台

帳費は、支出済額２億６,４５９万２,５４３円であ

ります。 

 備考欄をごらんください。 

 戸籍住民基本台帳費の主な支出は、本庁・支所

１５人の行政事務嘱託員報酬及び本庁・支所２５人

の職員給与費など、人件費のほか、戸籍・証明書発

行システムに係る機器リース及びシステム保守業務

委託料などであります。 

 次の住民基本台帳ネットワークシステム事業費の
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主な支出は、住民基本台帳ネットワーク機器の保守

業務委託等及びコンビニ交付に係るシステム機器一

式のリース料のほか、コンビニ交付運営負担金など

であります。 

 次に、個人番号事業費の主な支出は、２名の行政

事務嘱託員報酬と通知カード・個人番号カード関連

事務の委任に係る事務委託負担金であります。 

 なお、不用額となったものといたしまして、

１９節負担金補助及び交付金の不用額は１,１０５万

９,１００円のうち、個人番号事業費の通知カード、

個人番号カード・関連事務委任負担金が１,１０４万

５,０００円であります。 

 地方公共団体情報システム機構から通知のあった

交付金上限見込み額で要求していましたが、全国の

個人番号カードの発行件数が国の見込みを下回った

ことにより、本市に請求があった負担金も前年度か

らの繰越明許費の枠内での執行で足りたため、現年

度の予算措置が全て不用額となったものです。 

 以上で、歳出の説明を終わりますが、歳出執行に

当たって、５０万円以上の予算流用で対応いたしま

した状況について説明いたします。 

 別冊の議会資料５０万円以上の節間流用一覧の

１ページをごらんください。 

 本課における流用は、１０番の１件であります。 

 歳出で説明しました外国人向け市民生活ハンドブ

ックの作成に当たり、当初は印刷製本費で要求して

おりましたが、日本語を３カ国語に翻訳委託等が発

生したために、委託料での執行が適正と判断し、

７３万９,０００円の全額を委託料に流用し、執行し

たものであります。 

 次に、歳入について説明いたします。 

 ２５ページをお開きください。 

 １４款使用料及び手数料２項手数料１目総務手数

料１節総務手数料のうち、市民課分は、次のページ、

備考欄記載の戸籍手数料ほか６件で、収入未済はご

ざいません。 

 次は、３１ページになります。 

 １５款国庫支出金２項国庫補助金１目総務費補助

金１節総務管理費補助金は、マイナンバーカード等

記載事項充実関連システム改修委託を行うための補

助金になります。 

 次は、３３ページになります。 

 同款同項同目１７節個人番号カード交付事業費補

助金は、さきの歳出で説明しました戸籍住民基本台

帳費の個人番号カード交付に係るもので、事業実施

に対する全国市町村割の個人番号カード関連事務委

任負担金と事務経費が交付されたものです。 

 上段の事業費補助金の繰越明許費が、その個人番

号カード関連事務委任負担金に係るもので、下段が

事務経費に係る補助金であります。 

 次に、３７ページです。 

 同款３項国庫委託金１目総務費委託金１節戸籍住

民基本台帳費委託金の中長期在留者住居地届出等事

務委託金は、外国人の住所異動に伴う事務費で国の

交付基準による人件費と物件費の委託金であります。 

 次は、４７ページです。 

 １６款県支出金３項県委託金１目総務費委託金

１節総務管理費委託金のうち、市民課分は、地域人

権啓発活動活性化事業委託金で、指定された小学校

が行う人権の花運動に係る経費で、１校当たり４万

５,０００万円の委託金であります。 

 同款同項同目３節戸籍住民基本台帳費委託金の人

口動態事務委託金は、出生・死亡等の状況を厚生労

働省が把握するための調査に対する前年度受理数か

ら算出された委託金であります。 

 次は、５５ページです。 

 １７款財産収入１項財産運用収入２目利子及び配

当金１節利子及び配当金のうち、市民課分は、当該

備考欄上から３行目の医療福祉対策基金の利子収入

であります。 

 次に、６５ページです。 

 ２１款諸収入５項雑入４目雑入１節雑入のうち、

市民課分は、備考欄の下のほうにあります４件で、

主なものは、県市町村交通災害共済事業に係る会費、

事務費、加入促進費収入になります。 

 収入未済はございません。 

 以上で、歳入の説明を終わります。 

 次に、３７６ページ、基金運用状況について、説

明いたします。 

 表の上から１０番目の医療福祉対策基金です。前

年度末現在高は１,７４１万４,０００円、年度中の

増減は利息の４,０００円の増で、年度末残高は

１,７４１万８,０００円となりました。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま、当局の説明が

ありましたが、これより質疑を行います。 

 御質疑願います。 
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○委員（杉薗道朗）この外国人向けの市民生活ハ

ンドブック、実際に窓口とか、いろいろ周知は図っ

ていらっしゃいますけれども、実際、交付といいま

しょうか、受け取られた方は何名いらっしゃるのか。 

 それと、外国人人口、この附属書の４７ページに

それぞれフィリピンから始まってその他まで

４１７名という記載があるんですけど、結局、ベト

ナム語と中国語と英語と、それで出されているんで

すが、フィリピンの方というのは、これは英語で

オーケーなのかなというふうに理解、それでいいの

かな。とりあえず、とにかくどの程度配布されたの

か、そこを教えてください。 

○市民課長（瀬戸口良一）ハンドブックの配布先

といたしましては、川内警察署管内の国際交流地域

連絡協議会、それと国際交流センター、それと市役

所の商工政策課の企業関係の課に配布してあります。 

 窓口のほうでは、ちょっと計数はかってませんで、

今、大体、目視なんですけど、ベトナムの方が大体

５名、団体で入ってこられます。それが、今までつ

くってから２０名ぐらいかな。ですから、そのとき

ベトナム語をお渡ししてます。ですから、来られた

方に応じて、その３冊のうち、判断して渡しており

ます。 

○委員（杉薗道朗）外国の方からしてみれば、薩

摩川内市へのさまざまな住環境にかかわる部分で、

説明ができてるってありがたいことなんでしょうけ

れども、生の声としてありがたかったかなとか、そ

ういう何か声がありましたら。 

○市民課長（瀬戸口良一）この前も、ありがとう

ございますとは言われました。 

 それで、これだけじゃなくて、もうホームページ

のほうにも載せてありまして、それは毎年見直して、

やっていこうというふうに考えております。 

［「わかりました。いいです」と呼ぶ者あり］ 

○委員（井上勝博）決算のときに教えてほしいと

いうことで、自衛隊の適齢者名簿の提供の対象者と、

そして、どれだけの名簿数、名前数になったのかと

いうことを教えてください。 

○市民課長（瀬戸口良一）棚のほうに入れてあっ

たんですが、一応、平成２９年度としまして。 

○委員長（福田俊一郎）もう一回、ちょっと整理

をしますので、協議会にします。 

         ～～～～～～～～～～ 

         午前１０時４６分休憩 

         ～～～～～～～～～～ 

         午前１０時４７分開議 

         ～～～～～～～～～～ 

○委員長（福田俊一郎）ここで、本会議に戻しま

す。 

質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員からございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）以上で、市民課の審査を

終わります。 

────────────── 

△市民健康課の審査 

○委員長（福田俊一郎）次は、市民健康課の審査

を行います。 

────────────── 

△議案第９９号 決算の認定について（平成

２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）それでは、市民健康課関

係の決算の概要について、部長に説明を求めます。 

○市民福祉部長（上大迫 修）では、決算附属書

を用意いただきまして、５９ページをお願いいたし

ます。 

 上段に決算額を示しておりますが、市民健康課の

決算は、対前年度対比で３％増となっているところ

でございます。 

 では、施策の関係でございますが、１の保健・医

療体制の整備では、病院群輪番制、病院運営補助な

ど、救急医療体制の確保・充実に係る医師会等への

支援のほか、国民健康保険直営診療施設勘定特別会

計の財源繰り出し、予防接種法に基づく救済措置を

しております。 

 めくっていただきまして、６ページも同じ区分に

なりますが、川内地域におきます５診療所の管理運

営のほか、甑島における医療確保のための巡回診療

の実施、薩摩川内市健康づくり推進協議会の開催や、

食生活改善に向けた各種の取り組みを実施したとこ

ろであります。 

 次に、２番目の保健センターの管理運営では、す

こやかふれあいプラザや各支所地域の保健センター

の管理運営を、３の健康づくりの促進では、妊婦の

健診、保健指導のほか、６２ページまでとなります

が、健康教育相談、一般健診、がん検診等を実施し、
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新たな取り組みとして、６１ページの下段にありま

すが、産後ケアの事業展開を開始したところであり

ます。 

 ６３ページをお願いいたしまして、上段の感染症

等予防対策では、法に基づく定期予防接種に加え、

風疹等の任意予防接種を実施、平成２９年度からは

子どもインフルエンザ予防接種を開始いたしました。 

 さらにめくっていただきまして、６４ページにな

りますが、ここからは、国民健康保険直営診療施設

勘定特別会計になりますが、里診療所を初めとする

各診療所の運営及び必要な医療機器等の整備を行っ

たところであります。 

 特別会計の決算といたしましては、対前年度対比

で１.４％の増であります。 

 なお、診療所の患者率につきましては、前年度比

で入院患者が減、外来患者が増、全体としては６％

の減となったところでございます。 

○委員長（福田俊一郎）引き続き、一般会計歳入

歳出決算中、市民健康課分について、当局に補足説

明を求めます。 

○市民健康課長（檜垣淳子）市民健康課に係る平

成２９年度決算について、御説明いたします。 

 一般会計歳出について御説明いたしますので、決

算書の１２５ページをお開きください。 

 ４款１項１目保健衛生総務費は、支出済額９億

６,３９６万１,８２１円のうち、市民健康課に係る

支出済額は５億９,９８８万１,５８７円で、備考欄

に示してある事項の主なものについて御説明いたし

ます。 

 事項、保健衛生一般管理費の主なものは、職員

３３人に係る人件費であります。 

 事項、予防接種事故救済措置費は、予防接種事故

の被害者１名に対する障害年金が主なものでありま

す。 

 事項、診療所管理費の主なものは、川内地域５カ

所の診療所に係る維持経費等であります。 

 事項、巡回診療事業費は、甑島４地域における特

定診療科巡回診療に係る事業負担金等の経費が主な

ものであります。 

 事項、保健対策推進事業費の主なものは、食生活

改善推進事業に伴う食生活改善推進員への謝金等で

あります。 

 事項、地域医療対策費は、国民健康保険直営診療

施設勘定特別会計への繰出金や病院群輪番制病院運

営事業に伴う補助金等が主なものであります。 

 次に、２目保健センター管理費は、支出済額

３,６９０万６,３００円で、備考欄の事項のうち、

主なものについて御説明いたします。 

 事項、すこやかふれあいプラザ管理費は、すこや

かふれあいプラザの維持管理に係る委託料や光熱水

費であります。なお、同事項のうち、箱樋改修工事

は、平成２８年度から繰り越して執行した繰越明許

費であります。 

 事項、保健センター管理費は、本土地域４カ所、

甑島地域２カ所の保健センター等の維持管理に係る

委託料や光熱水費であります。 

 １２７ページをお開きください。 

 次に、３目保健指導費は、 支出済額２億

４,２９１万５,６２５円で、備考欄の事項のうち、

主なものについて御説明いたします。 

 事項、保健指導費の主なものは、健康管理システ

ム保守委託料及び同システムの賃借料であります。 

 事項、母子保健事業費の主なものは、妊婦・乳幼

児健康診査に係る委託料、不妊治療助成等でありま

す。 

 事項、健康増進事業費は、胃がん検診や乳がん検

診などの業務委託料が主なものであります。 

 １２９ページをお開きください。 

 ４目予防費は、支出済額２億８ ,５３４万

９,４４４円のうち、市民健康課に係る支出済額は、

２億８,４１８万８,５７７円で、各種予防接種に係

る委託料及び予防接種に伴うワクチン代が主なもの

であります。 

 以上、説明いたしましたが、歳出執行に当たって、

５０万円以上の予算流用の対応をいたしましたので、

状況について御説明いたしますので、別冊の議会資

料、５０万円以上の節間流用一覧をごらんください。 

 市民健康課の一般会計に係る５０万円以上の節間

流用は、資料１ページの１１番で、事項、感染症等

予防費の１３節委託料で、予算措置していた予防接

種委託業務において、高齢者インフルエンザワクチ

ン接種等の接種者数が見込みを上回ったことから、

委託料が不足が生じたため、同事項、負担金補助及

び交付金から５８５万円を予算流用し、予算執行し

たものであります。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますので、



- 12 - 

決算書の１５ページをお開きください。 

 １３款２項２目衛生費負担金１節保健衛生費負担

金、未熟児養育医療負担金は、養育医療に伴う所得

に応じた保護者の自己負担金であります。 

 １７ページをお開きください。 

 １４款１項３目衛生使用料１節衛生使用料は、備

考欄の中ほどに市民健康課分があります。 

 すこやかふれあいプラザ施設使用料は、すこやか

ふれあいプラザの利用に伴う施設使用料、行政財産

使用料は、ソーラーパネルの屋根貸しや、自動販売

機等の設置に伴う財産使用料です。 

 樋脇保健センター使用料は、樋脇保健センターの

利用に伴う施設使用料であり、行政財産使用料は、

西方診療所敷地内の電柱設置に伴う財産使用料であ

ります。 

 ３１ページをお開きください。 

 １５款１項２目衛生費負担金２節保健衛生費負担

金、未熟児養育医療費等負担金は、未熟児養育医療

に係る国庫負担金で、補助率は２分の１であります。 

 ３３ページをお開きください。 

 同じく２項３目衛生費補助金１節保健衛生費補助

金、妊娠・出産包括支援事業補助金は、産後ケア事

業に伴う国庫補助金で、補助率は２分の１、過疎地

域等自立活性化推進交付金は、甑島健康プロジェク

ト推進事業に伴う国庫補助金で、全額補助となって

おります。 

 ３９ページをお開きください。 

 １６款１項２目衛生費負担金１節保健衛生費負担

金、未熟児養育医療費等負担金は、未熟児養育医療

に係る県の負担金で、補助率は４分の１であります。 

 ４１ページをお開きください。 

 同じく２項３目衛生費補助金１節保健衛生費補助

金は、備考欄６行目からの６件が市民健康課分であ

ります。 

 まず、離島地域不妊治療支援事業費補助金は、甑

島地域の特定不妊治療に係るもので、補助率は３分

の１、予防接種事故救済補助金は、予防接種事故救

済に伴うもので、補助率は４分の３です。 

 次に、健康増進事業費補助金は、健康増進法に規

定された一般健康診査の健康増進事業に係るもので、

補助率は３分の２、地域自殺対策緊急強化事業補助

金は、自殺対策に係る心の健康づくりの講演会や自

殺対策強化月間の横断幕設置などの自殺対策事業費

に係るもので、補助率はそれぞれの事業に対して

３分の２と２分の１となっております。 

 次の離島地域出産支援事業補助金は、甑子宝支援

事業に係るもので、補助率は３分の１、共同利用型

病院運営事業補助金は、入来・祁答院地域の救急医

療施設に対する同補助事業に係るもので、補助率は

３分の２であります。 

 ４９ページをお開きください。 

 同じく３項３目衛生費委託金１節保健衛生費委託

金は、医師免許等の交付・進達等の業務に係る県か

らの権限移譲事務委託金で、件数割であります。 

 ５１ページをお開きください。 

 １７款１項１目財産貸付収入１節土地建物貸付収

入は、備考欄上から１０行目が市民健康課分で、入

札によるすこやかふれあいプラザへの自動販売機設

置に係る貸家料であります。 

 ６１ページをお開きください。 

 ２１款１項１目延滞金１節延滞金は、医療福祉従

事者奨学資金貸付金に係る延滞金であります。 

 同じく３項１目貸付金元利収入３８節医療福祉従

事者奨学資金貸付金元利収入は、同奨学資金貸付金

に係る元利収入であります。 

 ６５ページをお開きください。 

 同じく５項４目雑入１節雑入で、市民健康課分は、

備考欄の下から４行目から次の６７ページにかけて

の６件で、それぞれ実習生受入謝金、未熟児養育医

療に係る公費負担医療費国保分の返納金、コピー代

実費収入、健康教室等の実費徴収金、保健センター

に係る光熱水費等の実費収入、電気・水道料の実費

収入金であります。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま、当局の説明が

ありましたので、これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（持原秀行）１２６ページの予防接種事故

救済措置費で１名分というのが説明がありました。

どういう予防接種の事故があったのか中身を教えて

ください。 

○市民健康課長（檜垣淳子）昭和５２年に三種混

合の予防接種を受けられた方で、現在は４４歳にな

っておられますけれども、その方の救済になります。 

○委員（持原秀行）昭和５２年にされて、ずっと

継続されているということになるんでしょうか。 

○市民健康課長（檜垣淳子）はい、ずっと継続で
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す。医療費だったりとか、あと障害年金のほうで補

助をしていると、助成をしているところです。 

○委員（持原秀行）それに関連してなんですが、

この決算附属書の６３ページに、子宮頸がん予防接

種がありまして、実施率の％も全然書いてないんで

すが、この子宮頸がん予防接種の現状はどうなんで

しょうか。 

○市民健康課長（檜垣淳子）子宮頸がん予防接種

のほうは、事故ではないんですけれども、以前、訴

えがあって、その後、任意予防接種ではありますけ

れども、積極的な勧奨はしないということで、希望

者の方は受けられる体制で現在に至っております。 

 厚生労働省のほうがいろいろ協議をしながら、い

つから積極的な勧奨をするかということは、今、検

討中であります。 

○委員（持原秀行）いろいろ全国的にもちょっと

事故等ありまして、今、問題にされているんですが、

もう新たに高齢者肺炎球菌でも、もう今、各病院と

かに行けば宣伝をされて、マスコミでも相当出てい

るんですが、これも４３.２％ということで、半分に

も満たないわけですが、これも予防接種したことに

おいてのいろんな事故とか、そういうのも私もいろ

いろ聞いてるんですが、これは当局は把握はどのよ

うにされていますか。 

○市民健康課長（檜垣淳子）予防接種を受けられ

て、事故が起こった場合には、病院のほうから市民

健康課に来まして、あと、保健所のほうへ報告する

ようになっております。 

 今言われた肺炎球菌で事故があったという報告は、

今のところは受けておりません。 

○委員（持原秀行）私も経験上から言ってるんで

す。やはり、調べてみると、結構出てるんです。な

かなか自分でするとしたら、敷居、ハードルが高い

んです。やはり、きちっと追跡調査をやらないと、

そういうふうに異常が出た方の経験をいろいろ聞い

てみれば、もう２度としないと、したくないとか、

そういうような声もあるということをぜひ御承知お

きいただいてやらないと、また、この医療事故があ

ったりしたら大変なことになると思うんです、お一

人が昭和５２年にやられて、ずっと引き継いできて

おるわけですから、これにならないようにしないと、

病院はすぐ注射関係ありませんと言うんです。です

けれども、そういうことも踏まえた中で、そういう

のもあるんだという意識は持っていただきたいなと

いうふうに思います。 

○委員長（福田俊一郎）意見でございます。 

 ほかに。 

○委員（新原春二）救急医療体制の関係について

ですが、それぞれ支出をされて、非常に医師会と、

あるいは医師会病院、済生会病院、それぞれ連携を

とって、それぞれ補助金等を出してもらっているわ

けですが、その支出については特に問題はないんで

すが、－２点ほどなんですが、周産期医療の今後、

今、済生会病院がセンターになって、北薩地域も見

てもらっているんですけれども、そういう周産期医

療の体制が、やっぱり地域包括といいますか、北薩

地域なら北薩地域、そういうものになっていくとす

れば、それなりの手立てをせないかんですけど、済

生会病院に非常に負担をかけているんではないかと

いうふうに思いますけども、この周産期医療体制の

今後のこういった北薩地域における包括的なセン

ター的な、そういうものがどういうふうに今後展開

をされていくのか、それをまず１点。 

 それから、川内看護専門学校に運営補助金を、こ

れまでもずっと出していました。今、２クラスあっ

て、ずっと出してきたんですけども、今回、１クラ

スに来年度からなっていくということになっていく

んですけども、この補助金は、看護師さんたちの育

成を地域できちんと確保をしていく、そういう意味

では非常に大きな事業だと思うし、そうしたものに

対する補助金は当然支出していかなきゃならないん

ですが、今後、今まで、今年度、平成２９年度、ど

の程度、医師会、医師、川内看護専門学校のほうは、

今、１クラスしかないと思うんですけども、そうい

うものに支出をしていった額と、来年度からまた新

しく学校施設が整っていくんですけど、そういった

展望というのはどういうふうになっていくのか、こ

の２点だけをお知らせください。 

○市民健康課長（檜垣淳子）周産期医療に関しま

しては、今、北薩地域の３市２町で協議会を立ち上

げておりまして、医師会、行政、あと市議会、皆さ

んの御意見を聞きながら、周産期の産婦人科の医師

確保、あるいは助産師確保について、今、協議をし

ているところです。 

 この間、鹿児島大学病院に視察に行かせていただ

いたんですけれども、鹿児島大学病院のほうでも、
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北薩地域は周産期医療が大変だということは認識さ

れておりまして、県と協議をしながら、支援をして

いきたいというふうにはおっしゃっていただいてお

りますので、また、３市２町で協議をしながら進め

ていきたいと思っております。 

 川内看護専門学校のほうですけれども、平成

２８年から５年間、１,０００万円ずつの補助という

ことで、議会の皆様方にもお願いをして、予算をと

っているんですけれども、来年度までその補助がつ

きまして、その後は、今ちょっと協議中なんですけ

れども、奨学金の返還制度だったりとか、あるいは

そういう制度の活用ができないかということで、今、

協議をしているところであります。 

○委員（新原春二）周産期の関係については、ぜ

ひそういう広域的な協議会なり、あるいはもうセン

ターを立ち上げてもいいと思うんですけども、そう

いった本当に具体的なものをしていかないと、やは

り厳しいのじゃないかな。産婦人科の医師がいなく

なってくるということになりますと、例えば、薩摩

川内市で子育てに重点を置いてきた施策の中で、一

番根本の子どもが薩摩川内市で産まれないというよ

うな状況になってきますと、いい状況ではないです

ので、これについてはまた力を入れてやっていただ

きたいなと思います。 

 川内看護専門学校の関係については、看護師の養

成を地域でやるという意味では、医師会の看護教育

というのは非常に大事なことで、これが一番先生方

も狙っているところでありますので、できたら市が、

財政も大変なんでしょうけれども、この事業は地域

の看護師を養成するという大きな事業でありますの

で、市としても最大限の助成をしていただいて、学

校運営に対する協力を、奨学金も含めてなんですけ

ど、いろんな面で補助をしていただきたいと要望し

ておきます。 

○委員（井上勝博）決算附属書の６２ページに自

殺対策事業費があるわけですけれども、これはこれ

だけではなかなか今の薩摩川内市の状況というのは

よくわからないんですけれども、例えば、自殺と見

られる方々が、薩摩川内市内でどのぐらいいらっし

ゃるのかとか、それから、前、ＬＧＢＴの方のアン

ケート調査というか、そういう統計を見たことがあ

るんですけれども、性同一障害だけではなく、いろ

いろ性的な違和感というものから、自殺を考えたこ

とがあるという人がかなり高い率であるわけですが、

このＬＧＢＴは、今人権問題ということで、市民課

で扱っているんです。これとの関係というか、ちゃ

んと専門家も含めて、そういう方々の対応というか、

そういうものができているんだろうかなということ

が、どうでしょうか。 

○市民健康課長（檜垣淳子）自殺対策に関しまし

ては、先ほど説明をいたしましたけれども、心の講

演会ということで、専門家の方をお招きしまして、

講演会を実施したり、あるいは月１回なんですけれ

ども、臨床心理士の先生に来ていただいて、相談を

受ける体制を整えております。 

 先ほど井上委員のほうが言われましたそういう

方々にたいしましても、広報等で相談がある場合に

はということで、広報はしているところであります。 

○委員（井上勝博）こういった取り組みを進めて

いく上で、実態がどうなのかということを、まず把

握ということはされているんでしょうか。 

○市民健康課長（檜垣淳子）自殺に関しては、統

計等で把握はしているんですけれども、平成２３年

から平成２５年にかけては２０名を超える自殺者の

方が出ていたんですけれども、平成２７年から平成

２８年にかけては十七、八人ということで、減少傾

向にはあるというふうに捉えております。 

○委員（井上勝博）ちょっとメモができなかった

んですが、今、少なくなっているとおっしゃったん

ですけど、さっきは平成２３年から平成２５年の間

を言われました。 

○市民健康課長（檜垣淳子）数字を申し上げます。

平成２４年が２４人、平成２５年が２１人、平成

２６年が２５人、平成２７年が１８人、平成２８年

が１７人。 

○委員（井上勝博）こういったのは警察との連絡

というか、情報交換の中でこういったのが把握でき

ているということですか。 

○市民健康課長（檜垣淳子）今申し上げました数

字は、衛生統計年報に掲載されておりますので、そ

の数字になりますけれども、警察署のほうからの情

報とか、保健所からの情報とかももらいまして、対

策をしているところです。 

○委員（井上勝博）念のためなんですけど、その

統計は、薩摩川内市の統計ですね。 

○市民健康課長（檜垣淳子）薩摩川内市といいま
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すか、国県です。そして薩摩川内市の状況が出てく

るという形になります。 

○委員（井上勝博）この数字は、薩摩川内市内の

住民というふうに考えていいわけですね。 

○市民健康課長（檜垣淳子）はい、そのとおりで

す。 

○委員長（福田俊一郎）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員からございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 ここで、本案に係る審査を一時中止いたします。 

────────────── 

△議案第１１０号 決算の認定について（平

成２９年度薩摩川内市国民健康保険直営診療

施設勘定特別会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）次に、議案第１１０号決

算の認定について（平成２９年度薩摩川内市国民健

康保険直営診療施設勘定特別会計歳入歳出決算）を

議題とします。 

 当局に補足説明を求めます。 

○市民健康課長（檜垣淳子）国民健康保険直営診

療施設勘定特別会計について御説明いたします。 

 まず、歳出について御説明いたしますので、

３３６ページをお開きください。 

 １款１項１目一般管理費は、支出済額５億

８,２６３万３,９１０円で、事項、一般管理費は、

甑島の各診療所の運営費であり、職員４２人、看護

師等の嘱託員４１人の人件費が主なものであります。 

 ２目研究研修費は、支出済額６３０万９,５１９円

で、事項、医師研究研修事業費は、医師会等負担金、

各種学会、研修会等への参加旅費等が主なものであ

ります。 

 ３３８ページをお開きください。 

 ２款１項１目医療用機械器具費は、支出済額

３,７２４万１,７７７円で、事項、医療用機械器具

費は、Ｘ線ＣＴ装置保守点検業務委託や超音波診断

装置一式の備品購入など、医療用機械器具類の整備

及び維持補修が主なものであります。 

 ２目医療用消耗機材費は、支出済額３,３１１万

１,６９７円で、事項、医療用消耗器材費は、注射針

や医療用酸素などの医科歯科消耗品、臨床検査業務

委託などの委託料が主なものであります。 

 ３目医薬品衛生材料費は、支出済額２億

２,５３６万８,４６１円で、事項、医薬品衛生材料

費は、各診療所における医薬品購入費が主なもので

あります。 

 ２項１目給食総務費は、支出済額６０万

６,５１３円で、事項、入院給食一般管理費は、上甑

及び手打診療所の入院給食に伴う消耗品購入、調理

室戸棚の備品購入が主なものであります。 

 ２目給食用材料費 は、支出済額５７４万

６,４５１円で、事項、入院給食材料購入費は、上甑

及び手打診療所の入院給食用賄い材料費が主なもの

であります。 

 ４款１項１目元 金は、支出済額９ １９万

１,３３７円で、事項、長期債償還元金は、長期債償

還の元金に係る分です。 

 ２目利子は、支出済額１５１万２,６５５円で、事

項、長期債償還利子は、長期債償還の利子に係るも

のであります。 

 次の、６款１項１目予備費については、執行はあ

りませんでした。 

 以上、御説明いたしました歳出に当たって、

５０万円以上の予算流用はありませんでした。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますので、

３３０ページをお開きください。 

 １款診療収入は、１項が入院、２項が外来の、そ

れぞれの各保険者からの診療報酬や自己負担金等で、

あけて３３２ページの３項その他収入が各種健診や

予防接種の受託料等であります。 

 なお、１項入院収入５目一部負担金において、

２万９,０００円の収入未済額を計上しておりますが、

これは入院をしていた本人が死亡した後、夫が分割

納付に応じ、現在も分割納付を継続しているところ

であります。 

 ２款使用料及び手数料は、医療従事者の住宅使用

料、診断書作成手数料等であり、４款県支出金は、

県の特定離島ふるさとおこし推進事業補助金で、補

助率は１０分の８であります。 

 ７款繰入金は、一般会計繰入金と、国保特別会計

繰入金であります。 

 ９款２項２目雑入は、各施設の嘱託医の業務委託

料、保険適用外の医療用消耗品等であります。 

 ３４０ページをお開きください。 
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 実質収入について御説明いたします。 

 歳入総額９億１７２万２,０００円、歳出総額同じ

く９億１７２万２,０００円で、歳入歳出差引額は

０円で、実質収入額も０円であります。 

 次に、財産に関する調書について御説明いたしま

すので、３７４ページをお開きください。 

 重要物品のうち、表の左側７行目、車両類の決算

年度中増減高のうち、増１台が市民健康課分であり、

上甑診療所の患者送迎用車両を更新したものであり

ます。 

 次に、表の右側５行目、衛生医療機器類の決算年

度中増減高のうち、増７件、減３件が市民健康課分

であり、鹿島診療所の超音波断層装置や下甑歯科診

療所のデンタル専用ＩＰスキャナー、上甑診療所の

臨床化学自動分析装置などの備品に伴う整備に伴う

ものであります。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま、当局の説明が

ありましたので、これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（井上勝博）支出のほうの給食に係る材料

費とプラス調理の人件費というか、そういうのと合

わせると６３５万円ぐらいになるわけですが、

３３０ページの収入は、入院患者食事代自己負担が

４５７万円で、この差額というのは、補助というか、

そういうものになっているのかどうか、どういうふ

うになっているのか教えていただけますか。 

○市民健康課長（檜垣淳子）徴収はしております

けれども、その足りない分というのは、結局市のほ

うで持ち出しという形になります。 

○委員（井上勝博）実費ということは、かかった

費用については患者さんに負担してもらっている。

しかし、足りない部分が出てくるというのは、それ

はどういう。 

○主幹兼甑島医療グループ長（鞘脇 香）給食

費につきましては、定額の金額が決まっておりまし

て、１食３００円ほどの収入を実費でいただきまし

て、あとの分を会計のほうから支出ということにさ

せていただいています。 

○委員（井上勝博）入院患者さんの食事代という

のは、保険では全く出ないものでしたっけ。ちょっ

とその辺。 

○委員長（福田俊一郎）要するに、実費の金額が

違うんだけれども、市が負担するその不足分につい

ては、その原因は何かということ。 

 答弁は保留で。 

 ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）それでは、質疑は尽きた

と認めます。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）討論はないと認めます。 

 採決いたします。 

 本決算を認定すべきものと認めることに御異議あ

りませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）御異議なしと認めます。 

 よって、本決算は認定すべきものと決定いたしま

した。 

 先ほどの答弁をちょっと保留しておりますので、

後ほどまた部長のほうから答弁をお願いします。 

 以上で、市民健康課の審査を終わります。 

────────────── 

△保険年金課の審査 

○委員長（福田俊一郎）次は、保険年金課の審査

に入ります。 

────────────── 

△議案第９９号 決算の認定について（平成

２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）それでは、審査を一時中

止しておりました議案第９９号決算の認定について

（平成２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）

を議題といたします。 

 保険年金課関係の決算の概要について、部長に説

明を求めます。 

○市民福祉部長（上大迫 修）決算附属書は

６５ページでございます。 

 まず、決算額についてでありますが、決算額はご

らんのとおりの数字でありますけども、対前年度か

ら言いますと０.７％の減となったところでございま

す。 

 では、施策の概要についてでございますが、１の

国民年金に関することでは、年金受給権を確保する

ための各種相談及び進達事務のほか、保険料免除制

度の周知及びその申請受付・進達、年金制度の広報
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事務等を実施したものであります。 

 めくっていただきまして、６６ページ、２番の国

民健康保険事業の推進になりますが、国保事業を運

営します特別会計に対し、法定及びルール繰り出し

として保険基盤安定負担金や財政安定化支援事業に

係る繰出金等を実施したものであります。 

 次に、３番目の後期高齢者医療事業の推進に関し

ましては、医療事務の運営に係る事務及び繰出金等

の執行を行ったところであります。 

 さらに、６７ページからについては、国民健康保

険事業特別会計について記載しており、また

７１ページからは後期高齢者医療事業特別会計に係

る給付等の状況等を記載しておりますが、説明につ

きましては割愛をさせていただき、審議の中でよろ

しくお願いしたいと思います。 

○委員長（福田俊一郎）引き続き、一般会計歳入

歳出決算中、保険年金課分について、当局に補足説

明を求めます。 

○保険年金課長（西田光寛）それでは、平成

２９年度の保険年金課に係る一般会計の歳入歳出決

算について御説明いたします。 

 歳出について御説明いたしますので、決算書の

１１３ページをお開きください。 

 まず、３款１項４目国民年金費でございます。支

出済み額１,８８１万８,２９２円で、嘱託員一人分

の報酬及び職員二人分の給与費等で、老齢基礎年金

等の裁定請求や被保険者異動処理、相談業務等など

に要した経費でございます。 

 続きまして、１２９ページをお開きください。 

 ４款１項５目国民健康保険対策費でありますが、

支出済み額１１億６,２１４万９,０７５円でありま

す。支出の主なものは、嘱託員一人分の報酬及び職

員１５人分の給与費、国民健康保険事業特別会計へ

の繰出金等でございます。 

 平成２９年度の繰出金につきましては、備考欄の

保険基盤安定繰出金から出産育児一時金繰出金まで

の法定内繰り出し及び国保事業の運営健全化のため、

財政支援分としまして２億５,０００万円の法定外繰

り出しを行っております。 

 不用額について御説明いたします。２８節繰出金

のうち、保険基盤安定分の国からの確定通知がおく

れたもの、出産育児一時金繰出金の実績が見込みを

下回ったものが主な理由でございます。 

 次に、同項７目後期高齢者医療対策費であります

が、支出済み額１７億９,１３５万３,４６２円で、

支出の主なものは、長寿健康診査等委託料、広域連

合への負担金及び後期高齢者医療事業特別会計への

保険基盤安定繰出金でございます。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますので、

前に返っていただきまして、３１ページをお開きく

ださい。 

 １５款１項２目衛生費負担金１節国民健康保険医

療助成費負担金は、国民健康保険事業特別会計へ国

民健康保険基盤安定負担金として繰り出す経費のう

ち、国庫負担分の歳入であり、負担率２分の１とな

っております。 

 続きまして、３３ページをお開きください。 

 同款２項２目民生費補助金１節社会福祉費補助金

のうち、保険年金課分は、年金生活者支援給付金支

給準備市町村事務取扱交付金で、本交付金は、消費

税増税時に国から交付される予定の給付金が年金に

加算されて支払われる予定のため、それに係るシス

テムの改修の準備に係る経費を国が全額負担するも

のでございます。 

 続きまして、３７ページをお開きください。 

 同款３項２目民生費委託金１節社会福祉費委託金

では、保険年金課分は、国民年金事務費交付金でご

ざいます。本事務費は、国において標準的な経費を

基準額として定め、それに地域補正係数等を乗じて

算出されております。 

 続きまして、３９ページをお開きください。 

 １６款１項２目衛生費負担金２節国民健康保険医

療助成費負担金は、国民健康保険基盤安定繰入金に

係る県負担分であり、負担率は保険料軽減分が県

４分の３、保険者支援分が４分の１となっておりま

す。 

 次に、３節後期高齢者医療助成費負担金は、後期

高齢者医療保険基盤安定拠出金に係る県負担分で、

負担率が４分の３となっております。 

 続きまして、６７ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入につきまして、保険年金課分

は、備考欄上から５列目でございます。国保連合会

から一般会計積立資産返納金を受け入れているほか、

後期高齢者医療広域連合制度事業補助金を受け入れ

ておりますが、国県支出金等に該当しないため、雑

入で受け入れております。 



- 18 - 

○委員長（福田俊一郎）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。 

御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 委員外議員から。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 ここで、本案に係る審査を一時中止いたします。 

────────────── 

△議案第１０９号 決算の認定について（平

成２９年度薩摩川内市国民健康保険事業特別

会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）次に、議案第１０９号決

算の認定について（平成２９年度薩摩川内市国民健

康保険事業特別会計歳入歳出決算）を議題といたし

ます。 

 当局に補足説明を求めます。 

○保険年金課長（西田光寛）それでは、平成

２９年度薩摩川内市国民健康保険事業特別会計歳入

歳出決算について御説明いたします。 

 決算書は３０３ページになります。 

 特別会計におきましては、費目が多いことから、

基本的に款単位により簡潔に説明させていただきた

いと思いますので、御了承いただきたいと思います。 

 まず、歳出のほうから説明いたしますので、

３１７ページをお開きください。 

 １ 款 総 務 費 は 、 支 出 済 み 額 ２ , ６ ９ ８ 万

３,５５５円で、国民健康保険被保険者等作成業務委

託、国保連合会負担金、納税通知書作成業務委託、

国保運営協議会費が主なものでございます。 

 次の２款保険給付費は、３１９ページにかけまし

て、支出済み額８２億８,０５４万４,５５４円で、

療養諸費、高額療養費、葬祭諸費、移送費、出産育

児諸費を支出しております。 

 件数等につきましては、備考欄及び決算附属書の

６７ページから６９ページを御参照ください。 

 保険給付費に係るそれぞれの不用額につきまして

は、給付費等の伸びを最大で見積もらざるを得ない

ことによる執行残でございます。 

 次に、３１９ページから３２１ページにかけまし

て、３款後期高齢者支援金拠出金、４款前期高齢者

納付金等、５款老人保健拠出金、６款介護納付金は、

それぞれの被保険者数が各保険者において異なる、

その格差を調整するもので、本市国保保険者として

の拠出金等で社会保険診療報酬支払基金へ支払うも

のでございます。 

 次の７款共同事業拠出金は、支出済み額３０億

６,８６０万８１７円で、当該拠出金は、高額医療に

ついて国及び県内で再調整するもので、その拠出金

になります。 

 なお、レセプト１件８０万円以上を対象とする高

額医療共同事業と８０万円までの全ての医療費を対

象とする保険財政共同安定化事業と分かれておりま

す。 

 次の８款保健事業費は、支出済み額１億

５,３８９万７,８７０円で、１項特定健診保健指導

事業費では本土支所保健師業務嘱託員等４人の報酬

や特定健診保健指導事業の経費を、２項保険事業費

では糖尿病重症化予防事業や人間ドック利用補助金、

レセプト点検嘱託員等３人の報酬及びジェネリック

医薬品差額通知書事業などを執行したほか、

３２３ページの３項早期介入保健指導事業費では、

特定健診の要指導ではない予備軍の者に対し、早く

から生活習慣の改善指導を行う早期介入保健指導事

業を実施しております。 

 次の９款基金積立金につきましては、支出済み額

１４万７,０００円で、国民健康保険基金で発生した

利息相当額を積み立てたものでございます。 

 次の１１款諸支出金でございますが、支出済み額

２億４４９万９,２２４円で、１項償還金及び還付加

算金のうち、１目一般被保険者保険税還付金、２目

退職被保険者等保険税還付金については、国保税の

過年度還付金でございます。 

 ３目償還金では、備考欄をごらんください。平成

２８年度国民健康保険療養給付費等負担金等返還金

は、清算による返納金でございます。 

 次に、２項繰出金につきましては、直営診療所施

設勘定への繰り出しと、収納率向上特別対策事業と

して一般会計へ繰り出したものでございます。 

 続きまして、歳入について御説明いたしますので、

３０９ページのほうにお戻りください。 

 初めに、税務課より国民健康保険税の決算状況を

説明し、その後、保険年金課関係について御説明い

たします。 

○税務課長（道場益男）税務課でございます。 



- 19 - 

 国民健康保険税の収納状況につきまして、収納課

分も合わせて説明いたします。 

 決算書は３０９ページになります。 

 １款１項国民健康保険税１目一般被保険者国民健

康保険税は、収入済み額１５億９ ,５５７万

９,０４０円です。 

 ２目退職被保険者等国民健康保険税は、収入済み

額３,９３５万７,０５７円です。 

 結果といたしまして、一番上の行になりますけれ

ども、国保全体の収入済み額は１６億３,４９３万

６,０９７円であります。収納率は、現年課税分が

９１.９２％、滞納繰り越し分が１５.９１％で、全

体といたしまして６７.０５％となっております。 

 不納欠損額につきましては、一般分と退職分を合

計いたしました４,５７３万８,２８３円で、件数は

３,２９２件となっております。不納欠損処分の主な

理由につきましては、担税力未回復によるものが

１,６１４件、時効によるものが１,５１３件、ほか

は所在不明等であります。 

 収入未済額は７億５,７６７万１,８９９円で、内

訳といたしましては、現年度分が１,３９６人で、歳

入還付未済額の５万４,７００円を含めました１億

３ ,２６５万５ ,０７９円、滞納繰り越し分が

２,３５７人で、６億２,５０１万６,８２０円となっ

ております。 

 次に、２款使用料及び手数料１項手数料２目１節

督促手数料は、収入済み額１３１万７,０００円です。

不納欠損額は２８万８,０００円で、これは本税の不

納欠損に伴うものであります。 

 収入未済額は、歳入還付未済額２００円を含めま

した３１９万６,４５０円です。 

 次に、３１３ページをお開きください。 

 １１款諸収入１項延滞金、加算金及び過料は、

１目一般分及び２目退職分の延滞金で、収入済み額

は８７３万２６１円です。過料は発生しておりませ

ん。 

 最後に、国民健康保険の加入状況でありますが、

世帯数で１万３,２１０世帯、被保険者数は２万

１９１人であります。加入割合にいたしまして全世

帯数の２８.６２％、全人口の２１.１０％となって

おります。 

○保険年金課長（西田光寛）それでは引き続き、

保険年金課から説明いたします。 

 ３款国庫支出金からになります。 

 まず、１項国庫負担金につきましては、療養給付

費、高額医療費、特定健診に係る国の負担分でござ

います。 

 ３１１ページをお開きください。 

 同款２項国庫補助金につきましては、財政調整交

付金と国保新制度が平成３０年から施行されるため

の準備事業補助金でございます。 

 次の４款療養給付費交付金は、支払基金から退職

者医療分に係る療養給付費等について交付されるも

のです。 

 次に、５款前期高齢者交付金は、国保に加入する

前期高齢者の加入者割合に応じ、支払基金から交付

されるものでございます。 

 次に、６款県支出金においては、各事業の県負担

分で、高額医療共同事業負担金、財政調整交付金、

特定健診等負担金がございます。 

 ７款１項共同事業交付金は、高額の医療費に対し

県単位で国保連合会により調整交付されるもので、

医療費が月に８０万円を超えるものと保険財政共同

安定化事業として８０万円までの全てのレセプトを

対象としたものがあり、交付額はいずれも１００分

の５９相当額が交付されております。 

 次に、８款１項１目利子及び配当金については、

国民健康保険高額療養資金貸付基金の利子収入でご

ざいます。 

 次に、３１３ページ、９款１項１目一般会計繰入

金につきましては、保険基盤安定繰入金、財政安定

化支援事業繰入金、出産育児一時金繰入金の法定内

繰入金のほか、国保事業財政支援のための法定外繰

り入れを２億５,０００万円行っております。 

 ９款２項１目国民健康保険基金繰入金につきまし

ては、前期高齢者納付金の財源として、一部基金を

取り崩しをいたしました。 

 １１款３項雑入２目一般被保険者第三者納付金、

３目退職被保険者等第三者納付金は、交通事故等に

より、国保により治療を受けた場合、その費用を加

害者から損害保険金として受け入れるもので、国保

連合会に委託しているものでございます。 

 ４目一般被保険者返納金は、調定額１２０万

６,８７７円、収入額３９万４,５２４円、収入未済

額８１万２,３５３円で、収納率３２.７％、５目退

職被保険者等返納金は、調定額６,３７０円、収入額
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ゼロ円で、収納率ゼロ％でございました。 

 この返納金につきましては、資格喪失後の受診や

負担割合変更に伴う一部負担金の返納で、毎年発生

するものであり、その都度納付依頼を行っておりま

すが、６０件分が未済となっており、詳細につきま

しては、決算資料１、２２３ページの収入未済額の

状況について記載してございます。 

 また、この返納金につきましては、保険者間の調

整ができる分が大半でございますが、本人同意等の

手続に時間を要するため、未納が多くなっておりま

す。 

 次の３１５ページ、６目雑入につきましては、健

康づくり栄養教室の参加者負担金や国保連合会積立

資産返納金、高額医療費共同事業の平成２６年度か

ら平成２９年度までの剰余金の臨時交付金、療養費

等一部負担金などを受け入れております。 

 続きまして、３２５ページをお開きください。 

 実質収支につきまして、歳入総額１３８億

８ ,６７７万２ ,０００円、歳出総額１３３億

５ ,５１７万円で、歳入歳出差し引き額５億

３,１６０万１,０００円は、翌年度へ繰り越すべき

財源はなく、実質収支額は同額となっております。 

 次に、財産に関する調書について御説明いたしま

す。３７６ページをお開きください。 

 保険年金課関係では、４基金の特定基金で、国民

健康保険基金と、３７７ページの運用基金で、国民

健康保険高額療養資金貸付基金があります。 

 次に、基金の運用状況について御説明いたします

ので、３８３ページをお開きください。 

 国民健康保険高額療養資金貸付基金につきまして

は、平成２９年度末基金現在高は２,５９５万円とな

っております。当基金は、高額療養費の支給見込み

額１万円以上の支払いが困難な国保世帯に対し、支

給見込み内で無利子の貸し付けを行うもので、その

貸し付け及び償還状況は、表のとおり、３１件の貸

付金額３７５万５,５１９円となっております。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。 

御質疑願います。 

○委員（井上勝博）国保の差し押さえ問題という

のが全国的にも大きな問題で、県内でも８,４４３件、

およそ１９億円の差し押さえがあると。 

 本市はどういう状況かを教えていただきたいと思

います。 

○収納課長（山口隆雄）それでは、平成２９年度

の国保税に係る滞納処分の状況を御報告します。 

 平成２９年度は、件数にしまして２５４件の差し

押さえをいたしました。 

 内容としましては、不動産が２０件、動産が３件、

それから債権が２３１件ということです。 

 差し押さえの総額は９,９１８万２,０００円ほど、

滞納額がそれほどになっているということです。 

○委員（井上勝博）これは、差し押さえたこの

９,９１８万円というのは、決算ではどういうふうに

扱うものなんですか。 

○収納課長（山口隆雄）決算の中では、この差し

押さえた額というのは出てきませんけれども、うち、

差し押さえて換価したもの、歳入として取れたもの

が、平成２９年度は１,１６８万２,０００円。これ

が、税、督促、延滞金に充当したということになり

ます。 

○委員（井上勝博）これは一つの、資産というか

何というか、そういうお金なんですが、これはどう

いうふうに管理するんですか。例えば別会計、何か

会計があってやられているのか。どんなふうになっ

ているんですか。 

○収納課長（山口隆雄）特に別会計とか、そうい

うことで管理はしておりません。こちらの台帳、ま

たシステム内で管理をしているということになりま

す。 

 また、債権等は、例えば預貯金などは、差し押さ

えて、すぐ取り立て、その場でまた差し押さえがも

う終了しますので、不動産などにつきましては差し

押さえ登記をいたしたりしますけれども、そういう

形での管理ということになります。 

○委員（井上勝博）ちなみに、今、例えば５年前

から、金額だけでいいんですけど、差し押さえの金

額は手元にありますか。教えていただきたいと思う

んですけど。 

○収納課長（山口隆雄）滞納税額ということでお

答えします。差し押さえの対象となった滞納税額で

す。 

 平成２５年度が１億７,３００万円、平成２６年度

が１億６ ,５００万円、平成２７年度が１億

９,２００万円、平成２８年度が１億９,３００万円、

平成２９年度が１億９,４００万円ということです。 
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○委員（井上勝博）これが差し押さえ対象になっ

た滞納額で、実際、差し押さえの金額は、今、わか

らないということですか。先ほど、９,９１８万

２,０００円というのが現在差し押さえている金額に

なったわけですよね。平成２９年度は、約１億円差

し押さえていますということですよね。そうすると、

今言われたのは、差し押さえの対象にになった滞納

額ということですよね。ですから、その差し押さえ

の金額はどうなっているかというのはわからないん

ですか。 

○収納課長（山口隆雄）平成２９年度末で、現在、

差し押さえ中のものが１億９,４００万円、これが現

在、平成２９年度末で差し押さえ中ということです。 

［発言する者あり］ 

○収納課長（山口隆雄）実際、税に充当した額と

いうことですか。入ってきた額と、いわば歳入で受

けた額ということでいいですか。 

○委員（井上勝博）先ほど、平成２９年度の差し

押さえ金額は不動産で２０１件とか動産で３件、債

権２３１件、合計９,９１８万２,０００円と言われ

たもんだから、平成２９年度は、でも１億

９,４００万円というふうにおっしゃって、この数字

との関係がよくわからないんですが。 

○収納課長（山口隆雄）最初に申し上げました平

成２９年度の差し押さえの状況で、９,９００万円と

御報告しましたけれども、滞納処分、差し押さえを

して、すぐに取り立てして、そこの時点でもう差し

押さえを終了という形になるものも、結構、債権等

はあります。なので、この９,９００万円というのは、

いわば差し押さえた時点での金額でありますので、

差し押さえを解除したら、この９,９００万円の対象

にはなってはおりますが、差し押さえ中であるとい

うことではないということです。対象額です。 

○委員（井上勝博）また詳しくはお聞きしたいと

思います。 

 次、いいですか。 

 短期証と資格証の交付について、どういうふうに

して短期証、そして資格証となっているかというこ

となんですけど、ちょっと文献を見ていたら、厚労

省が保険者努力支援制度というのを、採点表という

のをつくって、短期証を交付する際は納付相談等の

機会を設ける、資格証についても特別な事情の有無

を十分確認した上で交付する、差し押さえは実情を

踏まえた上で滞納処分を実施することを基準として

いるというふうに、それぞれ備考というか、注意と

いうか、そういうことが書かれているようなんです

が。 

 実際のところ、例えば納付相談等の機会を設ける

というふうにできて、それから短期証というふうに

なっているのかどうかというのは、この厚労省の作

成した保険者努力支援制度という関係でいったらど

ういうふうになっているのか、お尋ねしたい。機械

的にはやっていないというふうに言えるのかどうか。

つまり、滞納したら、もうすぐに短期証というふう

になっていなくて、まず相談を受けるとかというふ

うになっているのかどうかということです。 

○保険年金課長（西田光寛）もちろん、今、委員

がおっしゃったとおり、滞納してすぐ短期証という

ことではなくて、呼び出し等を行って、相談に乗っ

ていただいた上で判断をしております。 

○委員（井上勝博）資格証も、特別な事情の有無

を十分確認した上で交付すると。だから、相手との

関係で、連絡がとれた場合に資格証というふうにな

っているのかどうか。これも、どうなんですか。 

○保険年金課長（西田光寛）そのとおりでござい

ます。 

○委員長（福田俊一郎）よろしいですね。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員はよろしいですね。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 これより、討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［発言する者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）ただいま討論の声があり

ますので、これより討論を行います。 

 まず、本決算の認定に反対の討論ありませんか。 

○委員（井上勝博）国民健康保険税というのが高

いということで、今年度から県の単一化という構造

的な問題があって、その中で国保税が一般のほかの

保険と比べても高いということで単一化が行われた

わけで。まだこの決算は単一化される前のことなん

ですけれども。 

 やはり今、滞納、差し押さえの金額がかなりの金

額に上っていることに見られるように、大変やはり
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負担が重いというのが現状です。２億５,０００万円

の法定外繰り入れをしているにもかかわらず、まだ

まだ払い切れるような現状ではないということで、

反対をいたします。 

○委員長（福田俊一郎）次に、本決算の認定に賛

成の討論ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）次に、本決算の認定に反

対の討論ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）これで討論を終わります。 

 採決します。採決は起立により行います。本決算

を認定すべきものと認めることに賛成する委員の起

立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○委員長（福田俊一郎）起立多数であります。よ

って、本決算は認定すべきものと決定いたしました。 

 ここで、休憩いたします。再開はおおむね１３時

１０分とします。 

           ～～～～～～～～ 

           午後０時８分休憩 

           ～～～～～～～～ 

           午後１時７分開議 

           ～～～～～～～～ 

○委員長（福田俊一郎）休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

 ここで、先ほど市民健康課で保留になっていた分

の答弁について、部長から発言を求められておりま

すので、これを許します。 

○市民福祉部長（上大迫 修）済みません。先ほ

ど市民健康課の審議の際に、井上委員からの質問に

答えられなかった点がございましたので、説明をさ

せていただきたいと思います。 

 まず、説明をするに際しまして、入院時の食事、

給食等について、どのような形で算出されているの

かというのを、まず１点、触れさせていただきたい

と思います。 

 一般的に入院する際の食事に係る経費については、

標準的な大きさというのが定められていまして、こ

れが一般的には５０６円という形になっています。

５０６円に対しまして本人から徴することができる

額というのも、決算書の中で歳入のところで標準負

担額というところに出てくるんですけれども、そこ

については、課税世帯等については４６０円いただ

けると、もちろん非課税であるとか、減免のところ

がありますと、それはどんどん下がっていくんです

けど、なります。 

 よって、５０６円という、ある意味、基準額から、

本人から取ることが４６０円取れますので、その

５０６円との差額の４６円分については、我々が入

っています共済なら共済、国保なら国保、組合健保

なら組合健保が診療報酬の中に加えてお支払いする

という形になっているということでございます。 

 ですから、５０６円を超えない場合は、本人負担

からの差額の分については保険者が払うという形に

なります。ただ、一般的には各病院等で取れる額、

標準負担額というのは決まっていますけども、いろ

いろ管理栄養士を雇ったりとか食材等も含めてです

ので、５０６円を超える場合については、その実際

の医療機関の運営者である、私ども直営診療でいえ

ば、市のほうが何らかの形で補填をしてるというこ

とになっているところでございます。 

 実際に決算書のほうで説明させていただきますと、

今申し上げました本人から受け取る額については、

３３０ページにあるんですけども、本人から受け取

っている額は、委員が発言の中で御指摘ありました

とおり、３３０ページの１款１項６目の標準負担金

というところになります。３３０ページ、１款１項

５目ですね。ここに標準負担金とあるのは、これは

患者さんから取る４６０円掛ける何食分という形に

考えていただければと思います。先ほど、差額の

４６円が入ってくる部分は、１款１項１目の診療報

酬の中に入ってきてるということになっております。 

 今度は歳出のほうなんですけども、実際、直営診

療のほうでは、３３６ページにあるんですが、調理

をするに当たりましては、食材費と調理の労務と光

熱費等がかかりますけど、１款１項１目の一般管理

費の診療所調理嘱託員５人及び主任嘱託員というの

がございますので、ここに６６０万円でありますと

か１８９万円とかいったのが、これが労務といいま

すか、調理に係るお金がかかっているということで

あります。 

 さらに、めくっていただきまして、３３８ページ

の中段の給食費のところの１目給食総務費、２の給

食用材料費の、ここの額等が実際にかかっている食

材と調理に伴うような光熱費等がここに入ってます
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ので、入りのほうは報酬と標準負担金、出のほうは

実際の人件費のほうと食材の関係という形になって

いますので、バランスとしては、ある意味、とれて

いると。ただ、４６円を上回ってお金が不足する分

については、一般会計からの操出金の中に溶け込ん

でいるというふうに御理解いただく形になろうかと

いうふうに思います。 

 委員の質問にちょっと角度を変えての回答とさせ

ていただきましたけど、流れとしてはそのような形

になっております。 

────────────── 

△議案第１１２号 決算の認定について（平

成２９年度薩摩川内市後期高齢者医療事業特

別会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）それでは、議案第

１１２号決算の認定について（平成２９年度薩摩川

内市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算）を

議題といたします。 

 当局に補足説明を求めます。 

○保険年金課長（西田光寛）それでは、平成

２９年度薩摩川内市後期高齢者医療事業特別会計歳

入歳出決算について御説明いたします。 

 決算書のほう、３６０ページからになります。 

 歳出について御説明いたしますので、３６６ペー

ジをお開きください。 

 １款２項徴収費は、支出総額１５万６,０９１円で、

保険料徴収事務に係る経費でございます。 

 次に、２款後期高齢者医療広域連合納付金は、支

出総額１１億８,９２７万４,９０３円で、これは広

域連合への保険料等の納付金で、徴収した保険料と

保険基盤安定分をあわせて納付するものでございま

す。 

 ４款１項１目保険料還付金は、支出総額２１９万

２,８００円で、これは過年度保険料について所得更

正等による被保険者への還付金でございます。 

 不用額は、昨年、国でシステム誤りにより更正が

数回あったため、見込額を多く見積もりしましたが、

件数が結果として少なかったため、不用となったも

のでございます。 

 続きまして、歳入について御説明いたします。前

に返っていただき、３６４ページをお開きください。 

 １款１項後期高齢者医療保険料は、被保険者から

の保険料で、収入済額７億８,１５９万５,１００円

でございます。 

 平成２９年度の収納状況についてですが、後期高

齢者医療保険料には、年金天引きによる特別徴収と、

その他の普通徴収がございます。 

 特別徴収につきまして、現年度分は、調定額５億

２ ,３２１万６ ,３００円、収入済額が５億

２,３５０万６,４００円で、還付未済額が２９万

１００円あり、収納率１００％でございます。 

 普通徴収につきましては、現年分が調定額２億

５,９６７万１,３００円、収入済額２億５,４０５万

３,４００円、うち８,９００円が還付未済額でござ

います。差引収入未済額５６２万６,８００円で、収

納率９７.８％となっております。 

 過年度分が調定額９７０万９,０００円、収入済額

４ ０ ３ 万 ５ , ３ ０ ０ 円 、 不 納 欠 損 額 ２ ５ 万

６,５００円、収入未済額５４１万７,２００円で、

収納率が４１.６％、普通徴収全体で９５.８％とな

っております。 

 不納欠損額２５万６,５００円は、保険料の時効成

立２年が経過することから、不納欠損処分いたしま

した。時効成立事由としまして、本人死亡によるも

のが４件の１１万３００円、納入困難者の分が２件

の１４万６,２００円となっております。 

 過年度分まで含めました収入未済額が総体で

１,１０４万４,０００円で、収納対策としまして、

臨戸や電話、確約書等による時効中断を行うなど、

収納向上に努めております。今後においても、口座

振替の推進や、年金支給月を中心に徴収計画を立て

るなど、収納率向上を図っていくこととしておりま

す。 

 なお、還付未済の説明をしましたが、死亡等の理

由により保険料を還付する必要がございますが、法

定相続人と御遺族の口座等の確認に時間を要するた

め、今年度末をめどに処理を行う予定としておると

ころでございます。 

 続きまして、２款使用料及び手数料につきまして

は、保険料に係る督促手数料で、調定額１９万

３,３００円、収入済額は１３万４,６００円、うち

４００円が還付未済額になっております。保険料同

様、２,３００円を不納欠損処分しており、収納率は

６９.６％となっております。 

 次に、４款１項一般会計繰入金につきましては、

保険基盤安定繰入金で、低所得者に係る保険料軽減
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分であり、公費で補填するものでございます。 

 次に、６款諸収入２項１目保険料還付金は、保険

料の還付金について広域連合からの返還を受け、被

保険者へ返すものでございます。 

 次に、３６８ページをお開きください。 

 実質収支に関する調書についてでございます。歳

入総額１１億９,５８６万５,０００円に対しまして、

歳出総額１１億９,１６２万４,０００円で、歳入歳

出差引額は４２４万１,０００円となり、翌年度へ繰

り越すべき財源はないことから、実質収支額は同額

となっております。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑願

います。 

○委員（井上勝博）附属資料の７１ページですが、

被保険者数が平成２８年度から平成２９年度にかけ

て若干減っているわけですね。しかしながら、平成

２８年度から平成２９年度の保険料の徴収状況では

７億４,２０７万６,６００円から、７億８,２８８万

７,６００円と、４,０００万円近くふえているわけ

ですね。これは所得割５割軽減の方が２割になると

か、９割軽減が７割軽減になるとかいう反映なのか

どうか、そこを教えていただけますか。 

○保険年金課長（西田光寛）今、委員が御説明い

ただいたとおり、軽減の判定の見直しが行われたた

めの影響額でございます。 

○委員（井上勝博）この平成２９年度の短期証等

の交付状況と、年度末の、それから差し押さえとい

うのはやられているかどうかも教えてください。 

○保険年金課長（西田光寛）７月末の同時期の数

値でよろしいでしょうか、短期証の数値は。 

○委員長（福田俊一郎）手元にある数字で答えて

もらえば。 

○保険年金課長（西田光寛）よろしいですか。

７月末の現在でよろしいですか。平成２９年７月末

現在の短期証が１９件でございます。本年度の数値

が１８件でございます。後期高齢のほうでは資格者

証の発行はしておりません。差し押さえのほうも行

っておりません。 

○委員長（福田俊一郎）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員、ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「討論」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）ただいま討論の声があり

ますので、これより討論を行います。 

 まず、本決算の認定に反対の討論はありませんか。 

○委員（井上勝博）後期高齢者は、そもそもが年

齢で区切って、２年ごとに高齢化で医療費が上がる

ごとに引き上がるという仕組みになっているので、

そもそも構造的な問題で反対してきたわけですが、

今回の場合は、軽減措置が５割軽減が２割になり、

９割軽減が７割になったという影響が４,０００万円

も出ているということで反対いたします。 

○委員長（福田俊一郎）次に、本決算の認定に賛

成の討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）次に、本決算の認定に反

対の討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）これで討論を終わります。 

 採決します。採決は起立により行います。 

 本決算を認定すべきものと認めることに賛成する

委員の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○委員長（福田俊一郎）起立多数であります。 

 よって、本決算は認定すべきものと決定をいたし

ました。 

 以上で、保険年金課を終わります。 

────────────── 

△障害・社会福祉課の審査 

○委員長（福田俊一郎）次に、障害・社会福祉課

の審査を行います。 

────────────── 

△議案第９９号 決算の認定について（平成

２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）それでは、審査を一時中

止しておりました議案第９９号決算の認定について

（平成２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）

を議題といたします。 

 まず、障害・社会福祉課関係の決算の概要につい

て部長に説明を求めます。 
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○市民福祉部長（上大迫 修）では、お手元に決

算附属書を準備いただきまして、７２ページをお願

いいたします。 

 まず、上段のほうに決算の概要を示しております

が、決算額につきましては、対前年度１３.８％の減

になったところであります。 

 次に、施策の関係でございますが、１の市民相談

に関することでは、これは本年４月に組織再編によ

り消費生活を含む市民相談、生活困窮対策、虐待等

の相談、成年後見人の支援業務等を保護課、子育て

支援課、高齢・介護福祉課からそれぞれ移管し、ワ

ンストップでの対応を現在図っているところでござ

います。 

 ２番目に、共に支え合う地域福祉社会の形成事業

においては、避難行動要支援者避難支援等制度とし

て、名簿登録及び個別支援計画の策定を推進し、そ

の情報共有を図ったほか、地域内の社会福祉法人の

運営指導、高齢者等の権利擁護、臨時福祉給付金等

の業務を実施いたしました。 

 次に、右側、７３ページとなりますが、３の一般

障害者自立支援事業では、重度障害者及び障害児に

対する福祉タクシー等料金助成事業を、４番の障害

者（児）自立支援事業では、施設入所及び療養介護

や生活介護等に係る給付を初め、訓練、就労等を含

む各種の支援事業を実施。 

 めくっていただきまして、７５ページになります。 

５番の重度心身障害者医療費助成事業及び６番の

特別障害者手当等給付事業では、医療費、障害者手

当等の給付を実施。７番目の障害者の自立支援の充

実では、自立に向けた社会参加支援、生活用具給付、

移動支援等の業務を展開しております。 

 さらにめくっていただきまして、７６ページであ

りますが、８番目の障害児の発達支援では、児童発

達支援センターつくし園、心身障害児通園事業、放

課後等デイサービス事業等の事業を運営しておりま

す。 

 このほか、７７ページになりますが、９番の小児

慢性特定疾患児の日常生活用具給付の支援及び

１０番の隣保館の管理・運営、１１番の女性・家庭

児童相談事業となりますが、めくっていただきまし

て、７８ページ、１２番の災害援助援護対策では、

小災害等に対する応急的な救護を実施したところで

あります。 

 なお、平成３０年度から介護保険事業に関しまし

て、下段にあります成年後見制度利用支援事業等に

ついては、高齢・介護福祉課から移管をし、現在、

業務に当たっているところでございます。 

○委員長（福田俊一郎）引き続き、一般会計歳入

歳出決算中、障害・社会福祉課分について当局の補

足説明を求めます。 

○障害・社会福祉課長（有西利朗）それでは、

平成２９年度決算の歳出について御説明いたします

ので、歳入歳出決算書の９５ページをお開きくださ

い。 

 ２款１項１２目市民相談交通防犯費のうち、障

害・社会福祉課の支出額につきましては、３７０万

４,２５１円でございます。 

 課の所管事務の変更に伴い、保護課から移管され

たもので、備考欄の中ほどから少し下の米印の障

害・社会福祉課分でございますが、消費生活相談員

１名の報酬及び無料法律相談業務等の委託料でござ

います。 

 １節５０万円以上の不用額はございませんでした。 

 続きまして、１０７ページをお開きください。 

 ３款１項１目社会福祉総務費のうち、障害・社会

福祉課分の支出額は４億９,２３７万７,５９５円で

ございます。 

 備考欄をごらんください。事項、社会福祉管理運

営費の主なものにつきましては、社会福祉事務嘱託

員等の報酬、職員２４人分の給与費、社会福祉協議

会運営補助金等でございます。 

 次に、事項、社会福祉施設管理費につきましては、

甑地域の４社会福祉施設の管理費及びふれあいドー

ム隣接地のり面防護柵設置工事を行ったものでござ

います。 

 次に、１０９ページをお開きください。 

 事項、臨時福祉給付金給付事業費につきましては、

平成２８年度１２月補正の繰り越し分の経済対策分

として実施したものでございまして、嘱託員３人の

報酬及び交付した給付金並びに実績に伴う精算返納

金が主なものでございます。 

 中ほどをごらんください。事項の生活困窮者自立

支援事業費でございます。課の所管事務の変更に伴

い、これも保護課のほうから移管されてきたもので

ございまして、主なものは相談支援員及び就学・子

育て支援員４人の嘱託員の報酬、生活困窮者自立相
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談支援事業業務委託等でございます。 

 同目１節５０万円以上の不用額がございましたの

で、説明いたします。 

 １０７ページにお戻りください。 

 １節報酬、３節職員手当等、７節賃金、１１節需

用費、１２節役務費、１３節委託料、１９節の負担

金補助及び交付金につきましては、繰越事業分の臨

時福祉給付金給付事業に係るものでございまして、

平成３１年１０月実施予定の年金生活者等支援に係

る給付金事業の前倒し支給が想定され、減額しない

ようにということで、国・県のほうから指示があり

ましたが、実施されなかったために、それが執行残

となったものでございます。 

 ２０節の扶助費につきましては、生活困窮者自立

支援事業のうち、住宅確保給付事業に係るもので、

３カ月分の家賃補助について１５世帯ほど見込んで

おりましたが、実績につきましては１件にとどまっ

たためでございます。 

 次に、１０９ページの中ほどから下のほうになり

ますが、３款１項２目身体障害者等福祉費の支出額

につきましては、３１億８,９１７万８,７６３円で

ございます。 

 予備費支出及び流用増減の欄に記載の金額

１,２８２万２,０００円につきましては、不用額が

見込まれた扶助費から地方改善対策費の償還金利子

及び割引料へ目間流用をしたものでございます。 

 これにつきましては、平成２９年４月に無償貸し

付けの財産処分を行った冷水、永田の隣保館には、

平成２１年度地域活性化経済危機対策臨時交付金で

設置したエレベーターがございまして、設置後７年

であったため、総務省所管一般会計補助金等に係る

財産処分承認基準に照らし、国庫納付に関する条件

を付さずに承認が受けられないかということで、年

度末まで県を通じて国と協議を行ってまいりました

が、結果的に包括承認事項には該当せずとの回答が

ありまして、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律に基づき返還を求められ、納付期限が発

出から２０日以内と設定してあったため、補正する

いとまがなく、予算流用で対応したものでございま

す。 

 支出の主なものについて説明しますので、備考欄

をごらんください。 

 事項、一般障害者自立支援事業費は、職員７人分

の給与費、サン・アビリティーズ川内の指定管理料

等でございます。 

 次に、事項、障害者（児）自立支援事業費につき

ま しては、障害者 認定審査会委員１５人、

１１１ページをお開きください。嘱託医一人、障害

認定訪問調査相談業務嘱託員３人の報酬、施設入所

支援等補助事業扶助費等でございます。 

 次に、事項、重度心身障害者医療費助成事業費は、

行政事務嘱託員３人の報酬と、身体障害者手帳、療

育手帳をお持ちの重度の障害がある方への医療費助

成が主なものでございます。 

 次に、事項、特別障害者手当等給付事業費は、嘱

託医二人の報酬及び特別障害者手当等でございます。 

 次に、事項、地域生活支援事業費は、手話通訳業

務嘱託員一人の報酬、地域活動支援センター事業業

務委託外７件の委託料、日中一時支援事業等補助事

業扶助費等でございます。 

 次に、障害児通所支援事業費は、１１３ページを

お開きください。児童発達支援センター指定管理料、

放課後等デイサービス等補助事業扶助費等でござい

ます。 

 同目１節の５０万円以上の不用額について説明い

たしますので、１０９ページにお戻りください。 

 １節報酬につきましては、障害認定訪問調査相談

業務嘱託員一人の退職があり、雇用までの空白期間

があったため、不用額が生じております。 

 １２節役務費につきましては、自立支援給付費の

審査支払手数料に伴う執行残が主なものでございま

す。 

 １９節負担金補助及び交付金につきましては、地

域生活支援事業で予定していた障害者の成年後見制

度利用支援助成金の執行残が主なものでございます。 

 １１１ページをお開きください。 

 ２０節扶助費は、障害者（児）自立支援事業自立

支援給付費及び重度心身障害者医療費助成費、特別

障害者手当等給付費、心身障害児通園事業の執行残

が主なものでございます。 

 次に、１１３ページをお開きください。 

 ３款１項３目地方改善対策費の支出額は

２,１７４万２,７４４円でございます。予備費支出

及び流用増減額の欄に記載の金額については、先ほ

ど説明したとおりでございます。 

 支出の主なものについて説明いたしますので、備
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考欄をごらんください。 

 事項、隣保館管理運営費では、隣保館長等二人の

報酬、入来会館教養講座講師謝金、入来会館浄化槽

維持管理業務委託外７件の委託料及び国庫支出金等

精算返納金が主なものでございます。 

 １節５０万円以上の不用額はございませんでした。 

 次に、１１９ページをお開きください。 

 ３款３項１目児童福祉総務費のうち、障害・社会

福祉課分の支出額は１,００２万９,７８７円でござ

います。課の所管事務の変更に伴い、子育て支援課

から移管されたものでございます。 

 支出の主なものについては、備考欄をごらんくだ

さい。 

 事項、女性・家庭児童相談費の主なものにつきま

しては、女性・家庭生活支援相談員４人の報酬、婦

人相談及び児童相談管理システム運用保守委託料等

でございます。 

 １節５０万円以上の不用額はございませんでした。 

 次に、１２３ページをお開きください。 

 ３款５項１目災害救助費のうち、障害・社会福祉

課分の支出額は５１万３,７６２円です。 

 支出の主なものについて説明いたしますので、備

考欄のほうをごらんください。 

 災害救助費の主なものにつきましては、火災によ

る見舞金、弔慰金等でございます。見舞金対象の火

災が３件、そのうち２件で３名の方がお亡くなりに

なり、弔慰金のほうも支出しているところでござい

ます。 

 同目の１節５０万円以上の不用額及び未執行分に

ついて説明いたします。 

 未執行につきましては、１１節の需用費及び

１４節の使用料及び賃借料でございます。消耗品等

につきましては、補充の必要がなかったこと、それ

から使用料等につきましては、被災者用の住宅借り

上げの要請がなく、執行の必要がなかったために、

未執行となっております。 

 ２０節の扶助費の不用額については、災害弔慰金

及び見舞金の執行残でございます。 

 なお、以上説明した歳出執行に当たって、５０万

円以上の節間の予算の流用の状況について説明をい

たします。 

 別冊の議会資料、５０万円以上の節間流用一覧を

ごらんください。 

 本課の５０万円以上の節間流用につきましては、

１ページの１２番の１件でございます。川内福祉作

業所へ貸し付けている敷地の一部が陥没したため、

作業所と協議し、雨水によるものなのか、地下水等

の浸食などによるものなのか、市の管理する土地で

あることから、原因究明のため、急ぎ市で調査する

こととし、掘削、埋め戻しに要する工事請負費が不

足したため、事項、重度心身障害者医療費助成費の

扶助費から同目、事項、一般障害者自立支援事業費

の工事請負費に５９万２,０００円を予算流用し、執

行したものでございます。 

 続いて、決算の歳入について説明いたしますので、

１５ページをお開きください。 

 １３款２項１目１節社会福祉費負担金につきまし

ては、心身障害者扶養共済掛金でございます。 

 次に、１７ページをお開きください。 

 １４款１項２目１節民生使用料のうち、障害・社

会福祉課分につきましては、サン・アビリティーズ

川内使用料及び児童発達支援センターつくし園の利

用料等でございます。 

 収入未済額に記載してあります１万３,８００円に

つきましては、つくし園の利用料、お一人の方の

３カ月分で、これにつきましてはもう全額収納済み

でございます。 

 次に、２９ページをお開きください。 

 １５款１項１目１節社会福祉費負担金につきまし

ては、障害者自立支援給付費等負担金等でございま

す。 

 同じく３節児童福祉費負担金の障害・社会福祉課

分につきましては、３１ページをお開きください。

児童発達支援センター給付費負担金でございます。 

 同じく７節生活困窮者自立支援事業費負担金につ

きましては、課の所管事務の変更に伴い本課の所管

になったもので、負担金につきましては、必須事業

であります自立支援相談事業及び住居確保給付金支

給に対するものでございます。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 １５款２項２目１節社会福祉費補助金のうち、障

害・社会福祉課分につきましては、繰越事業の臨時

福祉給付金給付事業費補助金及び地域生活支援事業

補助金及び課の所管事務の変更に伴い本課の所管と

なった児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費補助金

でございます。 
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 同じく６節生活困窮者自立支援事業費補助金につ

きましては、保護課から本課の所管となったもので、

任意事業であります家計相談支援事業、学習支援事

業に対するものでございます。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 １５款３項２目１節社会福祉費委託金のうち、障

害・社会福祉課分につきましては、特別児童扶養手

当事務委託金でございます。 

 次に、１６款１項１目１節社会福祉費負担金は、

障害者自立支援医療費負担金及び障害者自立支援給

付費等負担金でございます。 

 ３９ページをお開きください。 

 ３節児童福祉費負担金のうち、障害・社会福祉課

分は児童発達支援センター等給付費負担金でござい

ます。 

 次に、１６款１項２目１節社会福祉費補助金は、

４１ページをお開きください。重度心身障害者医療

費助成事業費補助金及び地域生活支援事業費補助金

等でございます。 

 次に、４９ページをお開きください。 

 １６款３項２目１節社会福祉費委託金のうち、障

害・社会福祉課分につきましては、権限移譲事務委

託金等でございます。 

 次に、５１ページをお開きください。 

 １７款１項１目１節土地建物貸付収入のうち、障

害・社会福祉課分は、中ほどからやや下のほうにご

ざいます福祉作業所分貸地料でございます。 

 次に、５５ページをお開きください。 

 ２目１節利子及び配当金のうち、障害・社会福祉

課分は、上から４行目のり災救助基金利子収入でご

ざいます。 

 次に、５９ページをお開きください。 

 １９款１項３目１節り災救助基金繰入金につきま

しては、災害り災者援護措置要綱等に基づく火災見

舞金のほか、災害救助事務等に伴う必要経費分を繰

り入れたものでございます。 

 次に、６１ページをお開きください。 

 ２１款３項１目７節地震災害援護資金貸付金元金

収入につきましては、滞納者１４人のうち、６人分

の償還金でございます。平成２９年度中に２名の方

が完済されております。収入未済額は３２２万

１,０００円でございます。 

 次に、６７ページをお開きください。 

 ２１款５項４目１節雑入のうち、障害・社会福祉

課分は、備考欄中ほどですが、重度心身障害者医療

高額介護合算療養費返納金及び児童発達支援セン

ターつくし園の給食費等が主なものでございます。 

 収入未済に記載してございます金額のうち、給食

費については収納済みとなっておりますが、重度心

身障害者医療高額介護合算療養費返納金、臨時福祉

給付金の返納金の合計３万８,２７５円は、いまだ、

まだ収納できていないところでございます。 

 次に、財産に関する調書について説明をいたしま

すので、決算書の３６９ページをごらんください。 

 公有財産（１）土地及び建物のうち、行政財産、

公共用財産、社会福祉施設の欄の土地・建物の欄の

うち、土地及び建物の木造の増減欄に記載の数字に

つきましては、児童発達支援センターつくし園の譲

渡事務の中で土地の分筆の必要があったこと及び土

地・建物の再調査を行った結果、従来計上していた

土地・建物の面積を修正する必要があり、土地につ

いては１万８５５平米を減とし、修正後、１万

８３６平米の増として記載をしたところでございま

す。 

 同様に、木造延べ面積につきましても、３３１．

２４平米を減とし、修正後の面積を３３１.２２平米

として増の欄に記載してございます。 

 また、非木造の延べ面積、決算年度中の減の分、

１,１０４.０３平米につきましては、平成２９年

４月に無償貸し付けの財産処分を行いました冷水、

永田、杉ノ角会館の分でございまして、減となった

部分につきましては、普通財産の増として

１,６６３.７４平米の一部として計上されているも

のでございます。 

 次に、決算書の３７０ページをお開きください。 

 （４）の物件の行政財産の温泉権につきまして、

総合福祉会館に１カ所持っているところでございま

すが、現在は使用されておりません。 

 次に、３７５ページをお開きください。 

 ３の債権でございますが、一番下の地震災害援護

資金貸付金につきましては、決算書で説明したとお

りでございます。 

 次に、３７６ページをお開きください。 

 ４の基金でございますが、中ほどのり災救助基金

がございます。中身につきましては、決算書で説明

したとおりでございます。 
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○委員長（福田俊一郎）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

○委員（井上勝博）障害者の入浴サービスは下甑

でもできてるんですか。 

○委員長（福田俊一郎）決算書のどこでしょう。

決算書の中で示していただければ。 

○障害・社会福祉課長（有西利朗）障害者の分

での入浴サービスのほうはないということで聞いて

おります。 

○委員（井上勝博）実は最近ちょっとある方のお

宅に行ったときに、重度の障害を持った方がいて、

もう生まれたときから障害を持っていらっしゃった

ので、ずっと御両親が見てたんですけれども、御両

親がやっぱり年をとってくると、入浴というのがだ

んだん負担が重くなってきているということを聞い

たもんですから、下甑ではそういうサービスがあっ

たのかどうか、今、確認したわけですけど。今、甑

島関係の障害者のサービスというのは、やはり、こ

ちらと比べればおくれているという現状があるんで

しょうか。 

○委員長（福田俊一郎）所管事務の質問ですか。

（発言する者あり）決算の審査ですので、決算に関

連したものであれば御質問いただければいいと思う

んですが。 

○委員（井上勝博）決算の数字的なことではない

けれども……。 

［「そんなこと言ったら切りがなかろう」と呼ぶ者

あり］ 

○委員（井上勝博）そんなことないでしょう。

（発言する者あり）そんなことないでしょう。いや

いや、それはでも全般的に……。 

○委員長（福田俊一郎）決算審査ですので、補正

予算を審査する委員会とかであれば、所管事務調査

をしていただくんですけれども、もう済んでますの

で、きょうの日程では決算審査ということで決算に

かかわる質疑をお願いしているところです。 

○委員（井上勝博）わかりました。 

○委員長（福田俊一郎）よろしいですか。 

○委員（井上勝博）ここで言うのかどうかわかり

ませんけど、障害者の障害者自立支援のサービスが、

６５歳以上になると介護保険のほうに入っていくと

いう制度というのは、もうこの年度から始まってい

るんですか。 

○障害・社会福祉課長（有西利朗）６５歳以上

に達した場合は介護保険が優先という形で、不足す

る分について必要があれば、障害福祉サービスのほ

うで補填するという形をとっているところです。 

○委員（井上勝博）今まで障害者自立支援サービ

スを受けていたけど、６５歳以上になると介護に移

るという方々が大体年間何人ぐらいずつ、そういう

方々が出てくるんでしょうか。 

○主幹兼障害福祉グループ長（吉永義郎）

６５歳になられて障害サービスから介護保険になる

という具体的な数値は押さえておりませんけども、

本来、６５歳になられても障害サービスはそのまま

継続して使ってもらっています。ただ、何かの理由

で障害施設から特別養護老人ホーム的なものに移り

たいとか、そういったときになった場合には介護保

険のサービスという形になります。 

 そして、いろいろな補装具の申請とか、いろんな

そういった形についても、６５歳以上になられると

介護を優先してもらうというのがありますけれども、

今現在、ここで具体的にその移行した数値というの

は今押さえていません。 

○委員長（福田俊一郎）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員はいいですか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 以上で、障害・社会福祉課の審査を終わります。 

────────────── 

△高齢・介護福祉課の審査 

○委員長（福田俊一郎）次に、高齢・介護福祉課

の審査を行います。 

 それでは、高齢・介護福祉課関係の決算の概要に

ついて部長に説明を求めます。 

○市民福祉部長（上大迫 修）決算附属書をお願

いいたします。 

 ７９ページの上段になりますが、高齢・介護福祉

課の決算額については、対前年比で１.３％程度増額

となったところであります。 

 引き続きまして、施策の関係でありますが、１番

目の高齢者健康づくりの促進の関係では、敬老金等

の支給のほか、はり・きゅう・マッサージ等の施術
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料助成、高齢者クラブ活動の支援のほか、屋内ゲー

トボール場等の管理を実施いたしました。 

 めくっていただきまして、８０ページの上段、

２でありますが、高齢者の日常生活支援では、訪問

給食、ショートステイ等の支援のほか、日常生活用

具の給付、福祉電話、緊急通報システム等の貸与等

を実施しております。 

 次に、３番、４番になりますが、３の在宅介護者

の支援では、ねたきり老人介護手当、家族介護用品

支給を、４番の養護老人ホーム入所措置では、居宅

で養護を受けられない方の施設入所の措置を、右側、

８１ページになりますが、５の介護保険事業の推進

では、介護保険利用者負担軽減対策のほか、介護保

険事業特別会計への操出金の執行を、６番目になり

ます、養護老人ホーム運営事業及び７番の特別養護

老人ホーム運営事業では、社会福祉協議会に対する

施設運営の委託等を実施いたしました。 

 めくっていただきまして、８番目になります。上

段、要介護認定・審査事務については、認定に係る

事務を実施したところであります。なお、認定期間

の延長に伴い、変更に係る要介護の認定申請につい

ては横ばい、訪問調査及び認定審査の件数が微減し

たところでございます。 

 中段の９番の労働者の就労促進においては、シル

バー人材センターへの活動助成を実施いたしており

ます。 

 なお、８３ページからは介護保険事業特別会計の

概要を記載しておりますが、説明は割愛させていた

だきます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（福田俊一郎）引き続き、一般会計歳入

歳出決算中、高齢・介護福祉課分について当局に補

足説明を求めます。 

○高齢・介護福祉課長（遠矢一星）それでは、

一般会計の歳出について御説明いたしますので、決

算書の１１３ページをお開きください。 

 ３款２項１目老人福祉総務費については、支出済

額２億４,３８０万２,３３６円で、主な支出は備考

欄をごらんください。 

 まず、老人福祉管理運営費の主なものは、職員

６人分の給与費、敬老金、次の１１５ページになり

ますが、高齢者クラブ補助金、はり・きゅう・マッ

サージ等施術料助成などで、次の老人福祉施設管理

費では、生活支援ハウス等の指定管理料や鹿島生活

支援ハウス外壁改修工事等、次の高齢者生活支援事

業費では、高齢者訪問給食サービス事業費委託など、

次の在宅介護者支援事業では、ねたきり老人介護手

当及び家族介護用品支給事業が主なものになります。 

 なお、不用額の大きなものとしましては、１３節

の委託料の不用額になりますが、訪問給食サービス

事業が見込みを下回ったもので、２０節扶助費の不

用額は、はり・きゅう・マッサージ施術料助成や家

族介護用品支給事業の利用実績が見込みを下回った

ことによる不用額が主なものになります。 

 次に、３款２項２目老人措置費につきましては、

支出済額４億７,１４０万２,６０２円で、養護老人

ホームの入所者に係る措置費になり、不用額は入所

措置実績が見込みを下回ったものになります。 

 次に、同項３目介護保険対策費については、支出

済額１４億３０７万９,３３１円で、主な支出につき

ましては、備考欄に記載のとおり、職員１４名分の

給与費及び、あけていただき１１７ページになりま

すが、介護保険事業特別会計繰出金が主なものです。 

 なお、不用額の大きなものとしましては、２８節

繰出金で、当初予算において特別会計の給付費の伸

びを最大で見積もっているため、不用額が生じたも

のです。 

 次に、同項４目養護老人ホーム費については、支

出済額３,３２８万５,３７０円で、主な支出は、養

護老人ホーム甑島敬老園へ派遣した職員１名分の給

与費及び指定管理料になります。 

 次に、同項５目特別養護老人ホーム費については、

支出済額３５４万６,１８０円で、主な支出は、特老

鹿島園の給水ユニットの修繕など設備の修繕費や、

スチームコンベクションオーブンの備品購入費にな

ります。 

 次に、同項６目介護認定審査費については、支出

済額８,９４２万６,０３８円で、主な支出は、介護

認定審査会委員６０人分及び介護認定訪問調査業務

嘱託員１５人分の報酬、要介護調査委託料などにな

ります。 

 次に、１３７ページをお開きください。 

 ５款１項１目労働諸費では、支出済額４,００４万

９,４１９円のうち、高齢・介護福祉課分は、備考欄

に記載のとおり、労働者福祉対策費のシルバー人材

センター事業補助金２,４６２万円になります。 

 次に、２０３ページをお開きください。 
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 下段になりますが、１１款４項１目現年公用・公

共施設災害復旧費では、支出済額２ ,２３５万

６,２３２円のうち、高齢・介護福祉課分は、あけて

いただきまして２０５ページの備考欄になりますが、

下甑生活支援ハウス空調設備取替工事７６２万

７,０００円になります。 

 なお、以上説明しました歳出執行に当たって、

５０万円以上の予算流用で対応しました状況につい

て御説明いたします。別冊議会資料の５０万円以上

の節間流用一覧を御準備ください。 

 議会資料の２ページをごらんいただき、本課の一

般会計分は１５番になります。 

 これは鹿島生活支援ハウスの外壁改修工事におい

て、コンクリートカットや樹脂注入の箇所等、工事

内容に変更が生じたため、事項、老人福祉管理運営

費の委託料から、事項、老人福祉施設管理費の工事

請負費に７４万３,０００円、予算流用し、執行した

ものであります。 

 以上が５０万円以上の節間流用の対応状況であり

ます。 

 次に、歳入について御説明いたしますので、決算

書の１５ページをお開きください。 

 １３款２項１目民生費負担金、２節老人福祉費負

担金は、備考欄に記載のとおり、養護老人ホームの

入所者負担金である老人福祉費負担金が主なものに

なります。 

 なお、収入未済額については、過年度１名分の未

収入であり、現在、分納誓約に基づき分割納入中に

なります。 

 次に、１７ページをお開きください。 

 １４款１項２目民生使用料、１節民生使用料中、

高齢・介護福祉課分につきましては、備考欄に記載

のとおり、屋内ゲートボール場施設使用料などが主

なものになります。 

 次に、２９ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金、２節老人福祉費負

担金は、低所得者介護保険料軽減負担金で、国の負

担率は２分の１です。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 １５款２項２目民生費補助金、５節介護保険事業

費補助金は、介護報酬改定等に伴うシステム改修に

係る補助金で、国の補助は人口規模による定額補助

になります。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 下段になりますが、１６款１項１目民生費負担金、

２節老人福祉費負担金は、次のページにまたがって

おりますが、低所得者介護保険料軽減負担金で、県

の負担率は４分の１になります。 

 次に、４１ページをお開きください。 

 １６款２項２目民生費補助金、２節老人福祉費補

助金は、会員数３０人以上の高齢者クラブを対象と

した運営費補助金で、補助率は３分の２になります。 

 １段飛ばしまして、６節介護保険事業費補助金は、

介護保険利用者負担対策事業費補助金で、補助率は

４分の３になります。 

 次に、５３ページをお開きください。 

 １７款１項２目利子及び配当金の高齢・介護福祉

課分は、５５ページの備考欄の上段側に記載の

９０円で、介護保険高額介護サービス費等資金貸付

基金の利子収入になります。 

 次に、６１ページをお開きください。 

 ２１款３項１目貸付金元利収入、３７節特別養護

老人ホーム整備資金貸付金収入は、特別養護老人

ホーム寿里園への貸付金に対する償還金収入です。 

 次に、６３ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入の高齢・介護福祉課分につき

ましては、６７ページの下段から６９ページにまた

がっておりますが、備考欄に記載のとおり、養護老

人ホーム甑島敬老園への派遣職員１名分に係る人件

費分の収入や、生活支援ハウス入居者利用料などが

主なものになります。 

 次に、財産に関する調書について御説明申し上げ

ます。 

 ３７４ページをお開きください。 

 ２の重要物品現在高調ですが、高齢・介護福祉課

分は表の右側で中段あたりにあります厨房機器類の

増４件のうち１件で、特別養護老人ホーム鹿島園に

スチームコンベクションオーブンを購入したものに

なります。 

 次に、３７５ページをお開きください。 

 ３の債権についてですが、高齢・介護福祉課関係

では、３行目の寿里苑運営資金貸付金になります。

当該債権については、合併前の里村において特別養

護老人ホーム運営資金として無利子の貸付を行った

もので、平成２９年度、１５０万円が償還され、年

度末残高は２,２５０万円となっております。 
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 次に、３７６ページをお開きください。 

 ４の基金ですが、高齢・介護福祉課分は、特定基

金として、一番下に記載のある介護給付費準備基金

で、年度中に２億３３２万８,０００円を積み立て、

年度末の残高は５億９,６３７万６,０００円となっ

ております。 

 次に、基金の運用状況について御説明いたします

ので、３８４ページをお開きください。 

 ６、介護保険高額介護サービス費等資金貸付基金

については、平成２９年度末の残高は１,２００万円

となっており、平成２９年度中の貸付実績はありま

せんでした。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

○委員（井上勝博）決算書の１１６ページですが、

養護老人ホームの入所の見込が下回ったために

２９９万円が不用になったと。今、養護老人ホーム

というのは、見込みよりも不用になったということ

は、あきがあるって、そういうふうに解釈していい

んでしょうか。 

○高齢・介護福祉課長（遠矢一星）市内の３施

設につきましては満床状態です。この養護老人ホー

ムの場合は、市民の方が市外の施設にも入られるこ

とが多々ありますので、その分、余裕を持った予算

措置をさせていただきながらの執行残、不用額にな

ります。 

○委員（井上勝博）ちなみに、養護老人ホームの

待機者というのはどのぐらいですか。 

○高齢・介護福祉課長（遠矢一星）特別養護老

人ホーム等については把握してるんですが、養護老

人ホームについては待機者の数ということでは把握

してございません。 

○委員（井上勝博）以前は大体３カ月ぐらいすれ

ば、あきができましたよって連絡がある場合が多く

て、比較的、３カ月ぐらい待っていれば大丈夫かな

というふうに思っていたんですが、そういう意味で

は、現状どのぐらい待てば入れるという感じなんで

すかね。そこもわかんないですか。 

○高齢・介護福祉課長（遠矢一星）申しわけご

ざいません。その施設その施設でやっぱり状況が違

いますので、どの程度待てばということが相場感的

に発言はちょっとできないところです。 

○委員（井上勝博）ただ、利用したいという方が

出た場合に、その方にちょっとまだ満室なのでとい

うことで説明されて、どのぐらい待てばいいのって

言われたときに、わかりませんということに今なっ

ているということなんですか。今わからないという

ことだけなんですか。 

○高齢・介護福祉課長（遠矢一星）申請者の方

にも、どのくらい待てば入所できますよというよう

な話はしてございません。 

○委員長（福田俊一郎）ほかにございませんか。

よろしいですか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 ここで、本案に係る審査を一時中止いたします。 

────────────── 

△議案第１１１号 決算の認定について（平

成２９年度薩摩川内市介護保険事業特別会計

歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）次に、議案第１１１号決

算の認定について（平成２９年度薩摩川内市介護保

険事業特別会計歳入歳出決算）を議題といたします。 

 当局に補足説明を求めます。 

○高齢・介護福祉課長（遠矢一星）それでは、

平成２９年度薩摩川内市介護保険事業特別会計歳入

歳出決算について御説明いたします。 

 まずは、歳出について御説明いたしますので、決

算書の３５１ページをお開きください。 

 まず、１款保険給付費は、支出済額９３億

７,１３８万８,６０８円で、居宅や施設における介

護サービス給付費や高額給付費、介護予防サービス

に係る給付費になります。 

 なお、不用額が多額となっておりますが、介護給

付費の伸びを最大で見積もらざるを得ないことによ

る不用額でございます。 

 次に、３５３ページをお開きください。 

 ３款２項２目総合相談事業費は、支出済額

４,６９８万９,６３６円で、主な支出は、市内

１２カ所の在宅介護支援センター総合相談業務委託

料及び介護予防普及業務委託料になります。 

 なお、不用額の大きなものとしましては、１３節
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の委託料になりますが、これは在宅介護支援セン

ター介護予防普及業務委託料の実績に伴う不用額に

なります。 

 次に、同項５目任意事業費は支出済額１,２９７万

８,８３１円で、主な支出は、介護給付費適正化業務

嘱託員４名の報酬のほか、家族介護者の会運営事務

委託になります。 

 次に、同項７目包括的支援事業一般管理費は、支

出済額１億３,０７５万４,４５７円で、主な支出は、

職員５名分の給与費や地域包括支援センター運営事

業委託になります。 

 なお、不用額の大きなものとしましては、１３節

委託料になりますが、地域包括支援センター運営事

業委託等の実績に基づく不用額になります。 

 次に、同項８目在宅医療・介護連携推進事業費は、

支出済額２,２４４万１,７５７円で、川内市医師会、

薩摩郡医師会及び薩摩川内市歯科医師会に委託して

おります在宅医療支援センター業務委託になります。 

 次に、同項９目生活支援体制整備事業費は、支出

済額２９８万２６２円で、主な支出は生活支援コー

ディネーター嘱託員１名分の報酬等になります。 

 次に、３５５ページをお開きください。 

 同項１０目認知症総合支援事業費は、支出済額

１,４５０万１,５４１円で、主な支出は、嘱託員

４名分の報酬及び認知症カフェ業務委託等になりま

す。 

 次に、３款３項１目介護予防・生活支援サービス

事業費は、支出済額１億３,８０２万４,７８３円で、

主な支出は、要支援１・２及び総合事業対象者に係

る訪問・通所サービスの事業費になり、不用額につ

いては、サービス費を最大で見積もらざるを得ない

ことによる不用額になります。 

 次に、同項２目介護予防ケアマネジメント事業費

は、支出済額２,７９７万２,４６４円で、主な支出

は、先ほど説明しました介護予防・生活支援サービ

スに係るケアプランの作成費になり、不用額につい

ては、ケアプラン作成件数を最大で見積もらざるを

得ないことによる不用額です。 

 次に、同項３目高額介護予防サービス費相当事業

費は、支出済額３２万６,６０３円で、総合事業対象

者の医療と介護の自己負担が一定額を超えた場合の

負担金支給になります。 

 次に、３款４項１目一般介護予防事業費は、支出

済額２億２,９６６万９,６０２円で、主な支出は、

嘱託員２名分の報酬のほか、市社会福祉協議会への

地域づくり事業業務委託や介護予防総合通所型事業、

通称ミニデイなど、介護予防事業等になります。 

 なお、不用額の大きなものとしましては１３節委

託料になりますが、これは１９の事業所に委託して

いるミニデイ事業や地域づくり事業業務委託の実績

に基づく不用額になります。 

 次に、３５７ページをお開きください。 

 同款５項１目審査支払手数料については、支出済

額８３万２９円で、国民健康保険団体連合会に支払

う総合事業対象者分の手数料になり、不用額につい

ては、審査件数を最大で見積もらざるを得ないこと

による不用額になります。 

 次に、４款１項１目介護給付費準備基金積立金に

ついては、支出済額２億３３２万８,０００円で、平

成３０年度以降の介護給付費増加等に備え、積み立

てたものです。 

 次に、６款１項償還金及び還付加算金については、

支出済額１億７,５９４万２,５０６円で、１目第

１号被保険者保険料還付金は、第１号被保険者の介

護保険料の過誤納付に係る還付金で、２目償還金に

ついては、介護保険給付費確定などに伴う国・県へ

の返還金です。 

 なお、以上説明しました歳出執行に当たって、

５０万円以上の予算流用で対応しました状況につい

て説明いたします。 

 別冊議会資料の５０万円以上の節間流用一覧を御

準備ください。 

 議会資料の２ページをごらんいただき、本課の特

別会計分は１６番になります。 

 これは、これまで上甑島地域における介護予防事

業を民間事業所に委託し実施してきましたが、人員

確保が困難との理由から事業委託が行えない状態と

なり、急遽、市が講師を派遣する直営方式に変更し

たため、事項、一般介護予防事業費の委託料から同

事項の報償費へ１９６万６,０００円、予算流用し、

執行したものであります。 

 以上が、５０万円以上の節間流用の対応状況であ

ります。 

 次に、歳入について御説明いたしますので、

３４５ページをお開きください。 

 １款１項介護保険料は６５歳以上の第１号被保険



- 34 - 

者の保険料になります。平成２９年度現年分の保険

料徴収率は、年金天引きによる１節特別徴収につい

ては１００％ですが、３節普通徴収に係る収納率は

８３.３％で、前年度と比較し０.５％の増となって

おり、現年分全体の収納率は９８.７％で、前年度と

比較し０.１％の増となっております。 

 また、４節普通徴収滞納繰越分、いわゆる過年度

分の収入未済額は５,８５０万５００円で、前年度よ

り９３７万４,１２０円増加しており、収納率も

１１.１％で、前年度と比較し１.６％の減となって

おります。 

 次に、３款１項２目督促手数料の収入未済額は

８１万８,５００円で、収納率は１８.５％です。 

 なお、過年度分のうち、保険料８６８万

８,８８０円と督促手数料８万７,９００円は、不納

欠損処理を行っております。 

 不納欠損処理後の収入未済に対する収納対策とし

ては、臨戸訪問や電話、納付誓約等による時効中断

を行うなど、収納向上に努めておりますが、今後も

引き続き年金支給月を中心に収納対策強化月間を設

定するなど、収納率向上を図っていくこととしてお

ります。 

 次に、４款国庫支出金については、調定額、収入

済額同額の２８億５,９９６万８０１円で、１項１目

介護給付費負担金と２項１目調整交付金及び４目地

域支援事業交付金があり、負担率及び補助率につい

ては、介護給付費分が居宅２５％、施設２０％、地

域支援事業分については、包括的支援事業３９％、

介護予防・日常生活支援総合事業が２５％となって

おります。 

 次に、５款支払基金交付金については、調定額、

収入済額同額の２７億１,６６２万８,９５６円で、

１項１目介護給付費交付金と同項２目地域支援事業

支援交付金があり、第２号被保険者の負担分として

社会保険診療報酬支払基金から交付されるもので、

負担率は介護給付費及び地域支援事業ともに２８％

となっております。 

 次に、３４７ページをお開きください。 

 ６款県支出金については、調定額、収入済額同額

の１５億３,１６９万１,８８４円で、１項１目介護

給付費負担金及び３項１目地域支援事業交付金があ

り、負担率、補助率は介護給付費分が居宅１２.５％、

施設１７.５％、地域支援事業分については、包括的

支援事業が１９.５％、介護予防・日常生活支援総合

事業が１２.５％となっております。 

 次に、７款１項１目利子及び配当金については、

調定額、収入済額同額の１３万４,１７４円で、介護

給付費準備基金の利子収入です。 

 次に、９款繰入金については、調定額、収入済額

同額の１２億８,７６６万６,４７９円で、１項１目

一般会計繰入金は市の法定負担分を一般会計から繰

り入れるもので、負担率は介護給付費分が居宅、施

設ともに１２.５％、地域支援事業分が介護予防・日

常生活支援総合事業が１２.５％、包括的支援事業が

１９.５％となっております。 

 次に、１０款繰越金は、調定額、収入済額同額の

３億８,８９９万４,７６１円です。 

 次に、１２款諸収入は、調定額、収入済額同額の

１,８８９万９,６４８円で、次の３４９ページをお

開きいただきたいと思いますが、４項３目雑入の主

なものは、備考欄に記載の国民健康保険団体連合会

一般会計積立資産返納金です。これは介護給付費審

査手数料として、１件当たり７７円を国保連に支払

っておりますが、この積立金が高額となったために、

各市町村の平成２０年度から平成２４年度の手数料

収入の合計額を各自治体が支払った手数料額で案分

し、平成２７年度から平成２９年度までの３年間に

かけて返還されることとなったものです。 

 最後に、３５９ページをお開きください。 

 実質収支に関する調書ですが、歳入総額１０６億

９,１９６万円に対しまして、歳出総額１０３億

７,８１２万９,０００円、歳入歳出差引額は３億

１,３８３万１,０００円となり、翌年度へ繰り越す

べき財源はないことから、実質収支額は歳入歳出差

引額と同額となりますが、国・県等への返納金が

２億２,１０８万６,４１８円と予定していることか

ら、実質的には９,２７４万４,７７６円が平成

３０年度の財源となります。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑願

います。 

○委員（井上勝博）介護保険料の滞納がふえつつ

あるということなんですが、この滞納した場合の

サービスを受ける場合、２割、３割と、たしかなる

というふうに聞いてるんですが、そのサービスを、

通常は１割ですけれども、２割、３割と、こう払っ
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ている人たちというのは現在いらっしゃるんでしょ

うか。 

○高齢・介護福祉課長（遠矢一星）はい、いら

っしゃいます。 

○委員（井上勝博）それは滞納をされた方と、そ

れから実際高額所得の方もそうなっているんでした

っけ、平成２９年度からは、どうなってるんでした

っけ。 

○高齢・介護福祉課長（遠矢一星）まず、給付

費のペナルティー的なものにつきましては、その滞

納の期間によって、通常１割の方が３割負担をされ

るとか、一旦１０割を支払って、後で９割が返って

くるとか、その期間等によって対応が異なります。 

 もう一つ言われた点については、ことし８月から

の所得によって３割負担者が出たということだと思

いますが、それはペナルティーとかではなく、負担

割合が１割、２割、３割の方が所得によって今回か

ら出ているということになります。 

○委員（井上勝博）そのペナルティーによる３割

負担という方々はどのぐらいいらっしゃる、数字的

なことは。 

○高齢・介護福祉課長（遠矢一星）現時点で

１４名ということです。 

○委員（井上勝博）保険料の滞納のために短期証

だったかな──ないんでしたね、それはないんでし

たね。 

○委員長（福田俊一郎）よろしいですか。ほかに

ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員、ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

 ただいま討論の声がありますので、これより討論

を行います。 

 まず、本決算の認定に反対の討論はありませんか。 

○委員（井上勝博）介護保険料については、平成

２９年度はまだ、今年度になってほかのところも上

げてますが、県内で３番目ということで非常に高い

介護保険料でした。そのことによってのやはり払い

切れない場合に、サービス費用が通常よりも多額の

費用を払わなきゃいけないというペナルティーにな

るわけで、誰でも安心して使える制度という点では、

まだまだそれに追いついていないという現状なので、

反対いたします。 

○委員長（福田俊一郎）次に、本決算の認定に賛

成の討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）次に、本決算の認定に反

対の討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）これで討論を終わります。 

 採決します。採決は起立により行います。 

 本決算を認定すべきものと認めることに賛成する

委員の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○委員長（福田俊一郎）起立多数であります。よ

って、本決算は認定すべきものと決定をいたしまし

た。 

 以上で、高齢・介護福祉課の審査を終わります。 

────────────── 

△保護課の審査 

○委員長（福田俊一郎）次は、保護課の審査に入

ります。 

────────────── 

△議案第９９号 決算の認定について（平成

２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）審査を一時中止しており

ました議案第９９号決算の認定について（平成

２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）を議題

といたします。 

 それでは、保護課関係の決算の概要について部長

に説明を求めます。 

○市民福祉部長（上大迫 修）決算附属書の

８９ページをお願いいたします。 

 決算額につきましては、業務を障害・社会福祉課

に移管した部分等の整理がございますので、対前年

度でいいますと、約３％近くが減となっているとこ

ろでございます。 

 なお、施策に関しまして二つ、一つ目が生活保護

制度に関することになりますが、生活困窮者に対す

る必要な保護と、自立に向けた就労支援等を実施い

たしております。 

 なお、本年３月末の保護世帯については、後ほど
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説明があるかと思いますが、７８７世帯、９７５名

で、保護率については１０.３２‰といった状況でご

ざいます。 

 また、二つ目の行旅病人等の取扱い事務等につき

ましては、法に基づき、その対応を図ったところで

あるということでございます。 

○委員長（福田俊一郎）引き続き、一般会計歳入

歳出決算中、保護課分について当局に補足説明を求

めます。 

○保護課長（松尾和俊）それでは、保護課に係る

決算について、まず歳出について御説明を申し上げ

ます。 

 決算書の１０７ページをお開きください。 

 ３款１項１目社会福祉総務費のうち、保護課分は

２８万７,６６９円であります。 

 備考欄で御説明申し上げます。下から３行目、事

項、行旅病人等取扱い事務費は、行旅死亡人２件に

係る葬儀委託料が主なものであります。 

 次に、決算書の１２３ページをお開きください。 

 ３款４項１目生活保護総務費の支出済額は２億

１,４９１万７,５９５円であります。 

 備考欄で主なものを御説明申し上げます。 

 事項、生活保護管理運営費は、嘱託医二人分の報

酬、保護課職員１８人分の給与費、医療扶助レセプ

ト管理クラウドシステムの保守業務委託外３件の委

託、平成２８年度生活保護費等国庫負担金の実績額

確定による差額分の国庫支出金等精算返納金などが

主なものであります。 

 次に、事項、生活保護適正実施推進事業費では、

生活保護の適正な運営を確保するために、生活保護

面接相談員など６人分の嘱託員の報酬及び社会保険

料などが主なものであります。 

 次に、事項、被保護者就労支援事業費の主なもの

は、被保護者の就労を支援し自立を助長するための

就労支援員一人分の嘱託員報酬及び社会保険料など

であります。主要施策の成果にありますが、これに

より就労を開始して収入が安定した１２世帯が保護

廃止となっております。 

 次に、３款４項２目扶助費の支出済額は、１５億

１,４３７万２,６５７円であります。 

 備考欄をごらんください。９項目の扶助費を支出

しておりますが、ごらんのとおり、支出状況として

医療扶助費が突出しております。次いで、生活扶助

費、住宅扶助費が多額を占めているところでありま

す。 

 続きまして、歳入について御説明を申し上げます。 

 決算書の３１ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金、４節生活保護費負

担金の収入済額１２億６,１６７万１９４円は、被保

護者就労支援事業に要した費用の４分の３を被保護

者就労支援事業費負担金として、また生活保護費と

して支出した費用の４分の３を生活保護費負担金と

して国から受け入れたものであります。 

 次に、３３ページをお開きください。 

 １５款２項２目民生費補助金、４節生活保護費補

助金の収入済額１,０５２万１,０００円は、生活保

護面接相談員など６人分の嘱託員の雇用に要する経

費について補助金を受け入れたものであります。 

 次に、３９ページをお開きください。 

 １６款１項１目民生費負担金、４節生活保護費負

担金の収入済額３,４１８万１１３円は、居住地や帰

来場所がない者、例えば長期入院等による被保護者

分について市が支弁した保護費、保護施設事務費等

の４分の１に相当する分について、県の負担金を受

け入れたものであります。 

 ４９ページをお開きください。 

 １６款３項２目民生費委託金、１節社会福祉費委

託金の保護課分は、備考欄、行旅病人取扱事務委託

金であります。これは行旅死亡人の葬祭に要した経

費について、県から委託金として受け入れたもので

あります。 

 次に、６３ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入、１節雑入、当課分は

６７ページをお開きください。 

 備考欄の生活保護費返納金と自動車損害賠償受入

金であります。 

 生活保護費返納金（滞納分）は過年度の保護費返

納金で、その下、生活保護費返納金は現年度分の保

護費返納金、その下、生活保護徴収金は現年度分の

生活保護法第７８条に規定する生活保護費の不正受

給と判断した分の返還金であります。 

 自動車損害賠償受入金は、第三者行為による事故

の通院費を医療扶助で支弁しており、示談成立によ

る損害賠償金として保険会社より受け入れたもので

あります。 

 不納欠損額は、２件の１６０万２,７５６円であり
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ます。２件とも保護者死亡により徴収不能となり、

５年の時効を経過したものであります。 

 収入未済額は１２１件、２,３０１万２３２円であ

ります。これらは保護費返還金でありますが、徴収

については組織的に取り組んでいるところでありま

す。ただし、生活困窮者であり、返還に当たり余裕

のない生活費から徴収することから、厳しい状況で

もあります。今後も鋭意、徴収努力を続けていく考

えです。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑願

います。 

○委員（杉薗道朗）ちょっと１点だけ教えてくだ

さい。 

 この行旅病人等の取り扱いの関係で、例年、１名

ないし２名ぐらい葬儀等々を行っておられますが、

結局、最終的には身元確認等々はできないままでそ

ういう処理がなされるのか、そして、それ以後のお

骨に関しては、芸ノ尾墓地に慰霊碑がありますけど、

あそこに入れられるようになったんですかね。ここ

をちょっと教えていただけますか。 

○保護課長（松尾和俊）昨年度の行旅死亡人は

２件ございました。お一人は、家族で住んでいらっ

しゃったはずなんですけど、食事中に窒息をして亡

くなられました。ただし、その後、警察のほうが入

った結果、偽名を使われていたということで、結局

は身元はわからなかったということでございます。 

 もう１件は、空き家の軒下で凍死をされていた方

がいらっしゃいました。この方は身元は判明しまし

たが、親族が引き取りを拒否されました。 

 ということで、２件とも行旅病人死亡人というこ

とで、市のほうで葬祭を行いまして、お骨のほうは、

１件につきましては、その身元不明の方につきまし

ては市の納骨堂のほうに安置をしてあります。 

 ただし、あとの身元のわかっている方、親族が最

初拒否されていたんですけど、お骨の引き取りだけ

は同意されまして、そこはお持ち帰りいただいたと

ころではあります。 

○委員（杉薗道朗）わかりました。身元がわかっ

ていながらお骨を引き取ることを拒否されるという、

今の世代なのかなと思いますけど、参考までに、今

まで何回とか何件累積でわかりませんか。アバウト

でもいいんですけど。 

○保護課長（松尾和俊）年間で平均１件から２件

というところが現状でございます。 

○委員（杉薗道朗）わかりました。結構です。 

○委員（井上勝博）ちょっと聞き逃したのかもし

れないんですけど、この返納金のことなんですけど、

生活保護返納金。これは主にどういう返納、なぜこ

う返納が生じたのかと、その理由というのはどうい

うものが多いんですか。 

○保護課長（松尾和俊）まず多いのが、やはり年

金の遡及受給というのがございます。そのほかに、

一般的に出てくるのが保護費で、介護保険の、いわ

ゆる用具を購入するんですけど、それをまず保護の

場合は、一旦保護費で支払います。その後、介護保

険から９割の支払いが出るんですけど、９割分につ

いて、御本人様に入るものですから、お金自体が。

その分をお返ししていただくという手間をかけてい

るところですけど、それも返還金として返していた

だいているというところであります。 

○委員（井上勝博）かなり金額的に大きい金額に

なるわけですが、事前にそういうことをよく分かっ

てもらっていながら、しかしやっぱりそういうこと

が起こるというのは、やっぱり生活保護、生活扶助

費というのがだんだん減ってきている中で、特に、

かつて高齢者の手当があったですよね、昔は。もう

何年か前ですよね、たしか。それがなくなって厳し

くなってきて、もうそういうお金があれば、すぐ手

を出してしまうという現状があるのかなと思うんで

すけれども、例えば金額が大きいだけに、認知だと

か、そういうのが考えられるのか、それとも、そう

いう実際にもう生活が苦しくて、ちょっと手を出し

てしまって返し切れないというのがあるのか。その

辺の現状はどうなんでしょうか。 

○保護課長（松尾和俊）先ほど言いました年金の

遡及ですが、それが入るまでは通常の保護費は支給

をされているところで、月の生活費というのは、そ

れで賄っていただくというのが原則でございます。

それ以前のこれまでかかりました保護費、年金が受

給権が発生した日から現在までの間の今まで支払っ

た保護費、いわゆる立てかえたような感じになるん

ですけど、その分を今回入った遡及分でお返しくだ

さいというのは、もう事前に口頭でも文書でもお願

いはしているところでございます。ただし、それを

やはり使われてしまうというのが現状ではあるとい
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うことでございます。 

○委員長（福田俊一郎）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員、ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 以上で、保護課の審査を終わります。 

────────────── 

△子育て支援課の審査 

○委員長（福田俊一郎）次は、子育て支援課の審

査を行います。 

────────────── 

△議案第９９号 決算の認定について（平成

２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算） 

○委員長（福田俊一郎）それでは、子育て支援課

関係の決算の概要について、部長に説明を求めます。 

○市民福祉部長（上大迫 修）決算附属書は

９０ページでございます。 

 まず、上段の決算額につきまして、他の課と同様、

対前年度の関係から申し上げますと０.７％の減とな

ったところでございます。 

 なお、本年４月に組織がえにおきまして、女性・

家庭児童相談業務については、障害・社会福祉課の

ほうに所管を移しておりますことは事前にお断り申

し上げます。 

 では、施策の１番目であります。 

 １、子育てと仕事が両立できる環境づくりでは、

保育所での延長保育等の事業、病児保育、ファミ

リー・サポート・センターの運営等のほか、保育施

設整備の助成や利用者支援のための対応を図ったも

のであります。 

 次に、９２ページ、２番目の生活を支える子育て

支援の充実の部分では、児童手当及び児童扶養手当

の支給を、さらに右側の９３ページでは、３、児童

クラブの拡充となりますが、放課後児童クラブの運

営助成のほか、施設の設置及び運営等に関する支援

を実施したもの。 

 めくっていただきまして、９４ページでございま

す。 

 ４の特定教育施設、地域型保育事業の運営では、

六つの認定こども園、２５の保育園のほか、その他

地域型保育事業所、施設給付型私立幼稚園等に対し

ます運営措置を。 

 右側の９５ページになりますが、５のひとり親家

庭等の生活の安定と向上では、ひとり親家庭等の医

療費助成、母子家庭の自立支援のための給付。また

６番目の子どもの健康と福祉の充実では、高校生ま

での医療無償化を。７の就園援助体制等の充実では、

私立幼稚園へ行いました保育料減免措置に対する就

園奨励助成、また保護者に対する多子世帯保育料の

減免等の助成を実施したものでございます。 

○委員長（福田俊一郎）引き続き、一般会計歳入

歳出決算中、子育て支援課分について、当局に補足

説明を求めます。 

○子育て支援課長（知識伸一）子育て支援課でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、子育て支援課の平成２９年度決算につ

いて、まず歳出から御説明申し上げますので、決算

書の１１７ページをお開きください。 

 ３款３項１目児童福祉総務費、支出済み額は５億

９,７７６万７５３円でございます。事項、児童福祉

管理運営費の主なものは備考欄をごらんください。 

 行政事務嘱託員３名、ファミリー・サポート・セ

ンター業務嘱託員一人、子ども・子育て支援会議委

員報酬１４名分と職員１３人の人件費。 

 あけていただきまして、１１９ページ、地域子育

て支援センター、病児保育事業、育児リフレッシュ

事業等の委託料、延長保育事業補助金、障害児保育

事業補助金、一時預かり事業補助金が主なものでご

ざいます。 

 国庫支出金等精算返納金につきましては、平成

２８年度分地域子ども・子育て支援事業、一時預か

り事業などの１３事業分でございます。これの精算

確定に伴うものでございます。 

 事項、児童福祉施設整備費は、一つ目、保育所等

整備交付金事業費補助金、これにつきましては、保

育園等の増改築に関する補助で、これにその下、認

定こども園施設整備交付金をあわせて活用いたしま

して、樋脇地域のすわこども園の改築移転工事に対

する補助を行いました。本年３月に完成いたしまし

て、２号、３号認定子ども定員７１人、２号、３号

は保育所部分でございます。１号認定子ども定員

９名、幼稚園部分でございます。あわせて、定員

８０名の認定こども園としてスタートしております。 

 二つ目、児童福祉施設整備費は、平成２８年度か
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らの繰越事業で、平佐町のスーパーマルナカ近くに

小規模保育事業所を建設いたしましたもので、青山

町の青山福祉会が設立いたしました。昨年７月１日

完成いたしまして、ゼロ歳児から２歳児までの定員

１９人の小規模保育所として、また定員４０人の放

課後児童クラブも併設しているところでございます。 

 ３点目、東郷地域の若あゆ保育園の増築移転も行

いましたが、建設場所は、東郷学園の隣接地の市有

地を賃借して建設しておりますが、土地の造成工事

等に時間を要しまして、平成３０年度へ２億

６８７万２,０００円の明許繰り越しを行っておりま

す。 

 国県の補助は、すわこども園同様、保育所等整備

交付金補助金と認定こども園施設整備交付金を活用

して建設しております。ことしの７月完成いたしま

して、２号、３号認定子ども定員８０人、１号認定

子ども定員２０名の、あわせて定員１００名のこど

も園としてスタートしているところでございます。 

 なお、保育所等整備交付金の本市の負担は、待機

児童が発生しておりますので、本来の４分の１から

負担が１２分の１ということになっております。 

 次の、事項、女性・家庭児童相談費は、本年４月

から相談が主な集約で、障害・社会福祉課へ移管し

ております。 

 次の、幼稚園就園奨励事業費につきましては、公

立・私立幼稚園の保護者間の格差解消を図るため、

世帯の所得の状況によりまして保育料等を減免する

もので、川内聖母幼稚園等の旧制度の私立幼稚園に

対し、補助を行いました。 

 なお、平成３０年度、本年度から川内聖母幼稚園

も新しい制度に移行いたしましたので、本年度は市

外の幼稚園分が対象となり、宮之城聖母幼稚園等で

数名の該当者が予定しております。 

 次の、利用者支援事業費につきましては、保護者

や妊娠している方等が教育・保育施設や地域の子育

て支援センター等を円滑に利用できるようサポート

するもので、子育て支援課内に子育て支援員を配置

し、支援を行っております。 

 なお、本年度から支援員を２名体制にいたしまし

て、サポートを強化しているところでございます。 

 あけていただきまして、１２１ページ、保育対策

総合支援事業費補助金は、保育士確保方策といたし

まして、保育所の事務補助を行う臨時職員を雇用し

た４カ所の保育園に補助金を交付いたしました。 

 国庫支出金等精算返納金につきましては、平成

２８年度保育対策総合支援事業費補助金の精算確定

によるものでございます。 

 １９節負担金補助及び交付金につきましては

２,４９５万６２１円の不用額を生じておりますが、

これにつきましては、延長保育、一時預かり等の補

助金等の執行残の積み上げでございます。 

 ２目児童措置費、予算現額１７億１,５４７万

７ , ０ ０ ０ 円 、 支 出 済 み 額 １ ７ 億 １ ７ ３ 万

２,０００円、内容は児童手当と平成２８年度事業確

定に伴います国庫支出金等精算返納金でございます。 

 なお、不用額につきましては、児童手当の執行残

でございます。 

 ３目児童館費、予算現額２億３ ,７９７万

２,０００円、支出済み額２億３,６０１万円、第

１永利児童クラブ改修工事設計業務委託と、その下、

第１永利児童クラブ改修工事ほか３件につきまして

御説明いたします。 

 第１永利児童クラブは、永利小学校の敷地内にあ

りまして、建物については市有財産でございます。

トイレはくみ取り式で、建物も２０年近く建ってお

りまして、屋根の傷みが激しく、今回トイレの水洗

化と屋根部分のコロニアルの改修を行ったものでご

ざいます。 

 放課後児童クラブ運営補助金外５件は、２８の放

課後児童クラブに対します運営補助金等でございま

す。また、国庫支出金等精算返納金につきましては、

平成２８年度実績確定によるものでございます。 

 ４目保育園費、予算現額３８億２ ,９３６万

９ ,０００円、支出済み額３５億９ ,９６３万

４,８６２円。内容は、下甑保育所の保育士業務嘱託

員３名に係る人件費、里保育園の指定管理料、そし

て本土地域の保育園と認定こども園、それに地域型

保育事業所の運営費として支払います扶助費でござ

います。 

 ２ ０ 節 扶 助 費 が 執 行 残 ２ 億 ２ , ９ ２ ５ 万

２,００３円と多額となっております。これにつきま

しては、一つ目、定員に対する保育所入所率が前年

を２％程度下がったこと、それと国の処遇改善も見

越し、運営費の数パーセント分の上積み分を計上し

ておりましたが、よそと比べ伸びが少なかったこと

によるものでございます。 
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 子ども・子育て制度は、毎年大きく変更されまし

て、来年度はいよいよ３歳から５歳児の保育料無償

化も控えております。制度がまだ成熟しておりませ

んで、見込みを立てづらいところもありますが、い

ずれにいたしましても、今回多額の不用額を生じま

したことにつきましては、申しわけなく思っておる

ところでございます。今後も予算額の積算につきま

しては、可能な限り精度を上げていきたいと考えて

おるところでございます。 

 ５目母子福祉費、予算現額６億６ ,５７２万

６,０００円、支出済み額６億７１７万８,０２６円。

事項、母子福祉対策事業費の主なものは、ひとり親

家庭等医療費助成及び母子家庭自立支援給付金の扶

助費のほか、母子寡婦福祉会運営補助金等でござい

ます。 

 なお、国庫支出金等精算返納金につきましては、

母子家庭等対策総合支援事業費の２８年度分の精算

確定によるものでございます。事項、児童扶養手当

福祉費は、児童扶養手当の扶助費が主なものでござ

います。 

 あけていただきまして、１２３ページ、母子生活

支援施設措置費は、母子寮等への入所に要する扶助

費で、３世帯６名分でございます。 

 なお、２０節扶助費で５,８２６万６,６１８円の

不用額を生じております。この大部分は、児童扶養

手当で新規受給者が減少しましたことと、それと経

済情勢がある程度好転して所得が上がりまして、所

得制限で手当を減額された方等が多かったことが上

げられると思います。 

 次は、１２５ページをお願いいたします。 

 ４款衛生費１項保健衛生費１目保健衛生総務費の

うち、子育て支援課分は備考欄の事項、子ども医療

費 助 成 費 で 、 予 算 現 額 は ３ 億 ９ , ４ ２ ８ 万

８,０００円で、支出済み額は３億６ ,４０８万

２３４円でございます。 

 内容は、審査集計機関への審査手数料、医療機関

への助成事業報告事務手数料、そして医療費助成の

扶助費が主なものでございます。 

 なお、子ども医療費が２,７６０万８,９４６円の

執行残となりましたが、インフルエンザが流行した

んでございますが、流行がＢ型で、療養期間が短く、

軽度のために、医療費の単価が思ったよりは上がら

なかったということで、この結果によりまして、若

干執行残が出ておるところでございます。 

 以上、歳出でございます。 

 なお、以上説明しました歳出執行に当たりまして、

５０万円以上の予算流用で対応しました状況につい

て御説明いたしますので、別冊の議会資料５０万円

以上の節間流用一覧を御準備ください。 

 議会資料２ページをお開きください。 

 本課における５０万円以上の節間流用は２ページ

の一番上、１件でございます。平成２８年度子ども

のための教育・保育給付費、地方単独費用補助金、

この補助金につきましては、認定こども園の運営費

に関する県の補助金でございます。実績確定に伴い

まして返納する必要が生じました。このため、事項、

保育所運営費の２０節扶助費から同事項、２３節償

還金利子及び割引料に２２３万２,０００円を予算流

用し、予算執行したものでございます。 

 以上、５０万円以上の節間流用の対応状況でござ

います。 

 引き続き、歳入につきまして御説明いたしますの

で、歳入歳出決算書１５ページをお開きください。 

 １３款２項１目民生費負担金３節児童福祉費負担

金。内容は、備考欄記載のとおり、保育所保護者負

担金、保育料が主でございまして、そのほか子育て

支援短期利用負担金でございます。 

 不納欠損額９万４,１５０円は私立保育園滞納分で、

平成２４年度の保育料滞納分について、消滅時効に

より６件の３人分を処理しております。 

 また、収入未済は私立保育園の保育料が主なもの

で、現年分で３８４万５ ,８６０円、滞納分で

７０８万１,０００円、それと子育て支援短期利用負

担金９万２,０００円でございます。 

 保育料の収納対策といたしまして、各保育園の園

長にお願いいたしまして保育料の督促状を保護者に

配付しております。あわせまして、滞納世帯につき

ましては、児童手当を窓口払いといたしまして、手

当から納入を促しているところでございます。 

 滞納の実績といたしまして、平成２８年度末の収

入未済額は１,１６５万８,８８０円でございました

ので、差し引き７３万２,０２０円収入未済が減少い

たしましたが、まだ多額の収入未済がありますので、

今後も引き続き収納に努めていきたいと思います。 

 次は、２７ページの中ほど、１４款２項２目民生

手数料１節民生手数料で児童手当受給証明手数料で
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ございます。 

 次の２節督促手数料は、保育料滞納分に係るもの

で、不納欠損額５００円は平成２４年度分の３名に

ついて、保育料とあわせて処理したものでございま

す。収入未済額は７万２,２００円でございます。 

 次に、３１ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金でございます。３節

児童福祉費負担金のうち、子育て支援課分は備考欄

５行目、児童扶養手当、児童手当、保育所運営に充

てる子どものための教育・保育給付費負担金等の国

庫負担金でございます。 

 次は３３ページ、２項国庫補助金でございます。

３節児童福祉費補助金は、主なものは保育所等整備

交付金、１３事業に充てる子ども・子育て支援交付

金等で、合計５件の国からの補助金でございます。

収入未済額につきましては、平成２９年度分の東郷

地域の若あゆ保育園増築移転事業が明許繰り越しに

なった関係で収入未済となっておるところでござい

ます。 

 次は、３７ページをお開きください。 

 ８目教育費補助金３節幼稚園費補助金で、就園奨

励費補助金の私立幼稚園分でございます。 

 次は、３９ページをお開きください。１６款１項

県負担金１目民生費負担金３節児童福祉費負担金で

ございます。子育て支援課分は備考欄５行目からで、

主なものは保育所運営費負担金、児童手当等の県の

負担金でございます。 

 次は、あけていただきまして４１ページ、２項

２目民生費補助金、子育て支援課分は３節児童福祉

費補助金で、主なものは、子どものための教育・保

育給付費地方単独補助金、これは認定こども園運営

費の一部補助金、ひとり親家庭医療費助成事業費補

助金、地域子育て支援１３事業に充てる地域子ど

も・子育て支援事業補助金等の県補助金でございま

す。 

 同じく４１ページ、３目衛生費補助金１節保健衛

生費補助金、子育て支援課分は乳幼児医療費補助金

でございます。 

 次は、４９ページをお開きください。 

 ３項２目民生費委託金１節社会福祉費委託金のう

ち、子育て支援課分は権限移譲事務委託金で、統計

調査に係る謝金でございます。 

 最後に６７ページをお開きください。 

 ２１款５項４目雑入１節雑入の子育て支援課分は、

備考欄下段、子ども手当返納金は３名分、児童扶養

手当返納金は７名分でございます。 

○委員長（福田俊一郎）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑願

います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員からありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）質疑はないと認めます。 

 以上で、議案第９９号、決算の認定について（平

成２９年度薩摩川内市一般会計歳入歳出決算）のう

ち、本委員会附託分の質疑は全て終了いたしました

ので、これより討論・採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）討論はないと認めます。 

 採決いたします。本決算を認定すべきものと認め

ることに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）御異議なしと認めます。

よって、本決算は認定すべきものと決定いたしまし

た。 

 以上で、子育て支援課の審査を終わります。 

────────────── 

△委員会報告書の取り扱い 

○委員長（福田俊一郎）以上で、日程の全てを終

わりましたが、委員会報告書の取りまとめについて

は、委員長に一任いただくことに御異議ありません

か。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）御異議なしと認めます。

よって、そのように取り扱います。 

────────────── 

△閉会中の委員派遣の取り扱い 

○委員長（福田俊一郎）次に、閉会中の委員派遣

の取り扱いについてお諮りします。 

現在のところ、閉会中の現地視察は予定しており

ませんが、今後必要となった場合の委員派遣の取り

扱いは委員長に一任いただきたいと思います。 

ついては、そのように取り扱うことに御異議あり

ませんか。 
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［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（福田俊一郎）御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。 

────────────── 

△閉  会 

○委員長（福田俊一郎）以上で、市民福祉委員会

を閉会いたします。 
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